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１ 総則 

１－１ 目的 

 

本施行基準は、門真市水道条例（昭和 40年 門真市条例第 16号、以下「条例」という。）、

門真市水道条例施行規程（昭和 54年門真市水道局規程第 2号、以下「施行規程」という。）

及び門真市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成 10年門真市水道局規程第 3号、以

下「事業者規程」という。）に定める他、門真市における給水装置の設計及び施工に関して

標準的な事項を定め、給水装置工事の適正かつ合理的な施工管理により、安全で安心な給

水を確保し、もって衛生的な市民の生活の維持向上を図ることを目的とする。 

 

 

１－２ 用語の定義 

 

１．給水装置とは、配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具

をいう。（条例第 5条） 

２．給水装置工事とは、給水装置の新設、改造、修繕又は撤去の工事をいう。 

（条例第 12条第 1項） 

 

【解説】 

給水装置とは、水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）が管理す

る配水管から分岐して設けられた給水管、給水管路の途中に設けられる弁栓類等及び給水

管の末端に設けられる給水栓、湯沸器などの給水用具をいう。 

ただし、配水管から分岐し、一旦水槽に溜め、吐水口空間によって配水管を流れる水と

の水利的な一体性が失われて給水される貯水槽以下の給水設備は、給水装置ではない。 
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１－３ 給水装置の種類 

給水装置は、飲料水、消火用水等があるが、その使用態様により次のとおり分類する。 

（条例第 6条第１項） 

１．専用給水装置 

２．共用給水装置 

３．連用給水装置 

４．私設消火栓 

 

１－４ 給水装置工事の種類 

 （条例第 12条） 

１．新設工事・・・新たに給水装置を設置する工事をいう。（新築等） 

２．改造工事・・・既設給水管の口径、管種変更等、管路の一部を変更する工事をいう。 

３．修繕工事・・・原則として、給水装置の原形を変えないで給水管、給水栓等の部分    

的な破損箇所を修繕する工事をいう。 

４．撤去工事・・・不要となった給水装置を撤去する工事をいう。 

 

１－５ 給水装置工事及び費用 

 

１．給水装置工事をしようとする者（給水装置工事申込者）は、あらかじめ管理者に申

し込み、その承認を受けなければならない。（条例第 12条第 1項） 

２．給水装置工事は、管理者又は門真市指定給水装置工事事業者（以下「指定業者」と

いう。）でなければ施行できない。（条例第 13条第 1項） 

３．給水装置工事申込書には、指定業者の氏名、併せて給水装置工事主任技術者（以下

「主任技術者」という。）の氏名を記入しなければならない。（施行規程第 6条第 2項） 

４．給水装置の構造及び材質は、水道法施行令第 5条に基づく「給水装置の構造及び材

質の基準に関する省令」に適合しているものでなければならない。 

また、性能基準適合の確認は、自己認証又は第三者認証機関の証明、並びに構造材

質基準を満足する製品規格に適合している製品で、その証明のあるものとする。 

５．管理者は、配水管の分岐からメーターまでの間の給水装置に用いようとする給水装

置及び給水用具について、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに損傷の復

旧を円滑かつ効率的に行うため、その構造及び材質を指定する。（条例第 11条第 3項） 

６．給水装置の工事費は、工事申込者の負担とする。（条例第 16条第 1 項） 
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１－６ 指定給水装置工事事業者（指定工事事業者制度） 

 

 水道事業者は、当該水道によって水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が政令

で定める基準に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において給水装

置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をする。 

（水道法第 16条の 2 第 1項） 

 

【解説】 

① 指定工事事業者制度は、水道の需要者における給水装置の構造及び材質が、政令に 

定める基準に適合することを確保するため、管理者がその給水区域内において給水装

置工事を適正に施行することができると認められる者を指定する制度である。 

② 指定工事事業者制度については、給水装置工事の適正な施行を確保するために、国 

家試験による全国一律の資格を持つ主任技術者を有すること等の指定基準がある。 

 

１－７ 給水装置工事主任技術者の責務 

 

主任技術者は、以下の職務を誠実に行わなければならない。（水道法第 25条の 4第 3項） 

 １．給水装置工事に関する技術上の管理 

２．給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

３．給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が水道法施行令第 5条の基準に適合し 

 ていることの確認 

４．その他厚生労働省令で定める職務 

 

（水道法施行規則第 23条） 

 １．配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合の配水管の布設位

置の確認に関する連絡調整 

２．工事に係る工法、工期その他の工事上の条件に関する連絡調整 

３．給水装置工事を完了した旨の連絡調整 

 

【解説】 

 主任技術者は、指定業者から事業所ごとに選任され、個別の給水装置工事ごとに指名さ

れて調査、計画、施工及び検査について給水装置工事業務の技術上の管理を行うとともに、

給水装置工事に従事する者の指導監督等の業務を行うこと。 
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① 主任技術者の職務については、水道法 25条の 4第 3項の規定において定められて

おり、その職務を誠実に行わなければならない。 

② 給水装置工事の現場において工事の作業を行う又は監督する従事者をはじめとし

て、給水装置工事に従事する者は、水道法第 25条の 4第 4項により、「給水装置工

事主任技術者がその職務として行う指導に従わなければならない。」 

③ 工事申込者から、性能基準に適合しない給水管及び給水用具等の使用を指示された

場合は、使用できない理由を説明し、性能基準に適合するものを使用すること。 

 

１－８ 給水装置の構造及び材質の基準 

 

 給水装置は水道法に基づく「給水装置の構造及び材質の基準」が定められている。 

 この基準には、給水装置に用いようとする給水管及び給水用具の性能確保のための性能

基準と、給水装置工事の施行の適正を確保するために必要な判断基準が定められている。 

 よって給水装置が、水道法に基づく構造・材質基準に適合していないとき、管理者は給

水装置工事申込を拒み、又は給水を停止することができる。（水道法第 16条） 

 

【解説】 

 性能基準適合（認証）の確認については、製造会社などが自らの責任で基準適合性を消

費者等に証明する「自己認証」を基本としているが、もう一つの証明方法として、製造会

社などの希望に応じて行う「第三者認証」がある。 

 これは、自己認証が困難な製造会社や、第三者認証はより客観性が高いことに着目して

それによる認証を望む製造会社などが活用しており、第三者認証機関は基準を満たしてい

ることを認証した製品に限って「認証マーク」の表示をすることが認められている。 

 現在、第三者認証機関としては（社）日本水道協会「JWWA」のほか、（財）日本ガス機器

検査協会「JIA」、（財）日本燃焼器具検査協会「JHIA」、（財）電気安全環境研究所「JET」、

アンダーライターズ・ラボラトリーズ・インク「UL（ユー・エル日本）」等が業務を実施し

ている。 

 

１－９ 材料の指定 

 

 管理者は、災害防止並びに漏水時及び災害時等の緊急工事を円滑かつ効率的に行う観点

から、配水管への給水管の取付工事及び当該取付口からメーターまでの給水装置工事につ

いてその使用材料や工法等の指定を行う。（条例第 11条第３項） 
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【解説】 

 給水装置に使用できる材料については、構造及び材質の基準を満足する製品であれば使

用可能であるが、配水管の分岐箇所からメーターまでの間の給水装置に用いようとする給

水管及び給水用具等については、災害時等の復旧作業を迅速かつ適切に行うため、その構

造及び材質を指定する。 

 

（指定材料及び標準配管例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メーター口径：φ20 ㎜及びφ25 ㎜ 

・水道用ポリエチレン管金属継手 
（1種管用）（分・止水用ソケット） 
 規格：JWWA B 116 

・水道用ポリエチレン二層管（1種） 
 規格：JIS K 6762 

・水道用サドル付分水栓 
 （DIP及び VP用）（平行おねじ） 
 規格：JWWA B 117 
※附属書６の呼び径の組合せも可 

・水道用硬質ポリ塩化ビニル管（HIVP） 
 規格：JIS K 6742 
・水道用硬質ポリ塩化ビニル管継手（HITS） 
 規格：JIS K 6743 
・水道用硬質塩化ビニル管の接着剤（HIVP用） 
 規格：JWWA S 101 

・水道用止水栓（甲型、平行おねじ・伸縮型） 
 規格：JWWA B 108 
・水道用ポリエチレン管金属継手 
 （1 種管用）（塩ビ管用ソケット） 
 規格：JWWA B 116 
※宅内まで PPφ25㎜で布設 

メーター口径：φ40 ㎜ 

・伸縮可とう継手 
 ※第三者認証品 

・水道用硬質ポリ塩化ビニル管（HIVP） 
 規格：JIS K 6742 
・水道用硬質ポリ塩化ビニル管継手（HITS） 
 規格：JIS K 6743 
・水道用硬質塩化ビニル管の接着剤（HIVP用） 
 規格：JWWA S 101 

・水道用サドル付分水栓 
 （DIP及び VP用）（平行おねじ） 
 規格：JWWA B 117 
※附属書６の呼び径の組合せも可 

・伸縮継手（メーター用） 
 ※第三者認証品 

・青銅弁（仕切弁・JIS10K・めねじ・ステム非上昇式） 
 ※JIS B 2011 準拠・第三者認証品 
・HITS金属おねじ付バルブ用ソケット（Ⅱ形） 
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メーター口径：φ50 ㎜ 

・伸縮可とう継手 
 ※第三者認証品 

・水道用硬質ポリ塩化ビニル管（HIVP） 
 規格：JIS K 6742 
・水道用硬質ポリ塩化ビニル管継手（HITS） 
 規格：JIS K 6743 
・水道用硬質塩化ビニル管の接着剤（HIVP用） 
 規格：JWWA S 101 

・水道用サドル付分水栓 
 （DIP及び VP用）（平行おねじ） 
 規格：JWWA B 117 
※附属書６の呼び径の組合せも可 

・青銅弁（仕切弁・JIS10K・めねじ・ステム非上昇式） 
 ※JIS B 2011 準拠・第三者認証品 
・HITS金属おねじ付バルブ用ソケット（Ⅱ形） 

・ブッシング入り合フランジ（上水フランジ） 
・HITS金属おねじ付バルブ用ソケット（Ⅱ形） 

メーター口径：φ75 ㎜ 

（塩ビ配管） 

・水道用硬質ポリ塩化ビニル管（HIVP） 
 規格：JIS K 6742 
・水道用硬質ポリ塩化ビニル管継手（HITS） 
 規格：JIS K 6743 
・水道用硬質塩化ビニル管の接着剤（HIVP用） 
 規格：JWWA S 101 

・不断水式割 T字管（簡易バルブ付） 
 ※局承認品 

・水道用硬質塩化ビニル管のダクタイル鋳鉄異形管 
（押輪形フランジ）規格：JWWA K 131 
 又は 
・ブッシング入り合フランジ（上水フランジ） 
・HITS 金属おねじ付バルブ用ソケット（Ⅱ形） 

・水道用ソフトシール仕切弁（2種 7.5K） 
 規格：JWWA B 120 
 又は 
・水道用ダクタイル鋳鉄仕切弁（2種 7.5K） 
 規格：JWWA B 122  

（鋳鉄配管） 

・水道用ダクタイル鋳鉄管（1 種管・接合形式：K形，NS形，GX形） 
 規格：JWWA G 113 
・水道用ダクタイル鋳鉄異形管（1 種管・接合形式：K形，NS形，GX形） 
 規格：JWWA G 114 
・水道用ダクタイル鋳鉄管内面エポキシ樹脂紛体塗装 
 規格：JWWA G 112  

・不断水式割 T字管（簡易バルブ付） 
・耐震形不断水式割 T字管（簡易バルブ付） 
 ※局承認品 

・水道用ソフトシール仕切弁（2種 7.5K） 
 規格：JWWA B 120 
 又は 
・水道用ダクタイル鋳鉄仕切弁（2種 7.5K） 
 規格：JWWA B 122  

・水道用ダクタイル鋳鉄管用ポリエチレンスリーブ 
 （紛体塗装管用）規格：JWWA K 158 
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２ 給水装置の基本計画 

 

２－１ 設計水圧 

 

 ０．２０㎫とする。ただし、分岐する配水管の口径がφ75㎜以下のときは、０．１５㎫

以下とすることがある。 

  

２－２ 基本調査 

 

１．給水装置工事の依頼を受けた場合は、現場の状況を把握するために必要な調査を行   

うこと。 

２．基本調査は、計画・施工の基礎となる重要な作業であり、調査の良否は計画の策定、

施工、さらには給水装置の機能にも影響するものであるので慎重に行うこと。 

 

① 道路種別（公道・私道等）、幅員等の確認、調査及び協議 

② 配水管の布設状況「管種・口径・布設位置・配水管の最小動水圧等」 

③ 各種地下埋設物の有無の確認及び協議等「工業用水道、下水道、ガス、電気、電

話及びその他の地下埋設物等の口径や布設位置等」 

④ 工事に関する同意承諾の取得確認「他人の給水管からの分岐同意、私有地への埋

設や掘削等の承諾、その他の利害関係者の同意承諾等」 

⑤ メーター、止水栓、仕切弁、バルブ等の設置位置 

⑥ 計画使用水量の決定「使用目的、使用人員、延床面積、取付栓数等」 

⑦ 既設給水管等の有無「管種、口径、布設（分岐）位置等」 

⑧ 供給条件「給水方式、使用材料、配水管への取付口からメーターまでの工法、工

期及びその他の条件等」 

⑨ 工事による公害対策等 

  ⑩ その他の必要事項等 

 

 

２－３ 協議 

  各関係法令に基づいて、以下の関係官公署等と必要な協議・調整を行うこと。 

１．所轄警察署 

２．道路及び河川占用工事等については、当該施設管理者等 

３．他企業埋設物管理者 
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２－４ 給水方式の決定 

 

給水方式は次のとおりとする。 

 

１．直結直圧式・・・末端の給水栓まで配水管の水圧をもって給水する方法をいう。 

２．直結増圧式・・・給水管の途中に直結増圧用装置を設置して増圧給水する方法を

いう。 

３．貯 水 槽 式・・・給水管から一旦水槽に受け、この水槽から給水する方法をいう。 

４．併 用 式・・・一つの建物で直結直圧式、貯水槽式の両方の給水方式を併用し

給水する方法をいう。 

※給水管は、原則として管口径３５０㎜以下の配水管から分岐すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】  

① 直結式：３階建以上の建築物に設置する給水装置の設計及び施工の方法について

は、「第６章 ３階建て以上の建築物に係る直結給水」によること。 

② 貯水槽式 

（ア） 事故や災害時の給水制限や配水管の断水時等であっても給水を継続させる必

要のある建物（学校や病院、避難施設となる公共施設等）、一時的に大量の水を

必要とする建物及び逆流によって配水管を汚染する可能性のある建物について

は貯水槽式にすること。 

（イ） 設計及び施工の方法等については、「第７章 貯水槽水道」により設計、協議

及び施工すること。 
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 給水方式には、直結直圧式、直結増圧式、貯水槽式及び併用式等があり、その方式は給

水する高さ、所要水量、使用用途及び維持管理面等を十分に考慮し決定すること。 

 

２－５ 計画使用水量の決定 

 

１．計画使用水量は、給水管口径等の給水装置系統の主要緒元を計画する際の基礎とな

るものであり、建物の用途及び水の使用用途、使用人数、給水栓数等を考慮したうえ

で決定すること。 

２．同時使用水量の算定に当たっては、各種算定方法の特徴を踏まえ、使用実態に応じ

た方法を選択すること。 

 

【解説】 

計画使用水量の決定については次の方法等を用いて算定する。  

① 一戸建ての場合  

（ア） 「同時に使用する給水用具を設定して計算する方法」（表－１）  

同時に使用する末端給水用具数を表－１から求め、任意に同時に使用する末

端給水用具を設定し、設定された末端給水用具の吐水量（表－３）を足し合わ

せ同時使用水量を決定する方法である。 

 ただし、水量の多いもの及び使用頻度の高いもの（台所、洗面所等）を含め

るとともに、需要者の意見等も参考に決める必要がある。 

（イ） 「標準化した同時使用水量により計算する方法」（表－２） 

（同時使用水量＝給水用具の全使用水量÷給水用具総数×同時使用水量比） 

② 共同住宅等（直結直圧式の場合）  

「各戸使用水量と給水戸数の同時使用率による方法」（表－４） 

一戸の使用水量については上記①（表－１又は表－２）で使用した方法で求め、全体の

同時使用戸数については、表－４により同時使用戸数を定め同時使用水量を決定する方

法等を使用すること。 

③ 事務所ビル等  

「給水用具給水負荷単位による方法」（表－５、図－１） 

給水用具給水負荷単位とは、末端給水用具の種類による使用頻度、使用時間及び多数

の末端給水用具の同時使用を考慮した負荷率を見込んで、給水流量を単位化したもので

ある。同時使用水量の算出は、表－６の各種給水用具の給水用具給水負荷単位に末端給

水用具数を乗じたものを累計し、図－１の同時使用水量図を利用して同時使用水量を求

める方法である。 
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「貯水槽式給水の計画使用水量」 

 

 貯水槽式給水における水槽への給水量は、水槽の容量と使用時間の時間的変化を考慮し

て定めること。 

 一般に水槽への単位時間当たり給水量は、１日当たりの計画使用水量を使用時間で除し

た水量とすること。 

 計画１日使用水量は、当該施設の規模と内容、給水区域内における他の使用実態等を十

分に考慮して決定すること。 

 

 

表－１「同時使用率を考慮した末端給水用具数」 

総給水用具数（個） 
同時に使用する   

給水用具数（個） 
総給水用具数（個） 

同時に使用する   

給水用具数（個） 

１ １ １１～１５ ４ 

２～４ ２ １６～２０ ５ 

５～１０ ３ ２１～３０ ６ 

 

表－２ 「給水用具数と使用水量比」 

総給水用具数（個） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

同時使用水量比 １．０ １．４ １．７ ２．０ ２．２ ２．４ ２．６ 

総給水用具数（個） ８ ９ １０ １５ ２０ ３０  

同時使用水量比 ２．８ ２．９ ３．０ ３．５ ４．０ ５．０  
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表－３「種類別吐水量と対応する給水用具の口径」 

用   途 使用水量（ℓ／min） 
対応する給水用具の 

口   径（㎜） 
備   考 

台所流し １２～４０ １３～２０  

洗濯流し １２～４０ １３～２０  

洗面器 ８～１５ １３  

浴槽（和式） ２０～４０ １３～２０  

浴槽（洋式） ３０～６０ ２０～２５  

シャワー ８～１５ １３  

小便器（洗浄水槽） １２～２０ １３  

〃 （洗浄弁） １５～３０ １３ 
１回（４～６秒）の  

吐水量２～３ℓ 

大便器（洗浄水槽） １２～２０ １３  

〃 （洗浄弁） ７０～１３０ ２５ 

１回（８～１２秒）の吐

水量１３．５～３１６．

５ℓ 

手洗器 ５～１０ １０～１３  

消火栓（小型） １３０～２６０ ４０～５０  

散 水 １５～４０ １３～２０  

洗 車 ３５～６５ ２０～２５ （業務用） 

 

表－４「給水戸数と同時使用戸数率」 

戸  数（戸） 1～3 4～10 11～20 21～30 31～40 41～60 61～80 
81～

100 

同時使用戸数率（％） 100 90 80 70 65 60 55 50 
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表－５「給水用具給水負荷単位」 

給 水 用 具 

調 査 内 容 

備  考 
個 人 用 

公共用及び 

事業用 

大便器 F.V ６ １０ F.V＝洗浄弁 

F.T＝洗浄水槽 大便器 F.T ３ ５ 

小便器 F.V ５ ５ 

小便器 F.T ３ ３ 

洗面器 水栓 １ ２ 

手洗器 〃 ０．５ １ 

浴槽 〃 ２ ４ 

シャワー 混合弁 ２ ４ 

台所流し 水栓 ２ ３ 

調理場流し 〃 ３ ５ 

洗濯用流し 〃 ３ ３ 

汚物流し F.V ６ １０ 

汚物流し F.T ３ ３ 

その他 ― ２ ２ 
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２－６ 給水管口径の決定 

 

給水管の口径決定については、次のとおりとする。 

１．必要な給水管口径及びメーター口径等は、分岐しようとする配水管の最小動水圧で

も計画使用水量を十分に供給できる口径とすること。 

 ただし、原則として分岐取り出し口径及び給水管口径は２５㎜以上とする。（別図１参

照） 

２．損失水頭の計算にあたっては、設計水圧（配水管の計画最小動水圧）を０．２㎫ 

（２．０４kgf／㎠）とすること。 

３．給水装置を新設する場合のメーター口径については２０㎜以上とする。 

４．給水管口径は、その計画使用水量に比して著しく過大でないこととする。 

５．メーターの適正な使用流量等を考慮すること。 

６．給水戸数が多い場合及び同時使用栓数が多くなると考えられる場合には主任技術者

の責任のもと水理計算を行い、給水装置工事申込みの際に添付すること。 

 

【解説】 

給水管の口径は、計画使用水量を十分に供給できるもので、かつ経済性も考慮した合理

的な大きさにすることが必要である。 

 給水管口径は、給水用具の立ち上がり高さ( h’)と計画使用水量に対する総損失水頭に

安全性を考慮した余裕水頭（必要最低作動水圧）を加えたものが、配水管の計画最小動水

圧の水頭(Ｈ)以下となるよう計算によって決定する。（図－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 余裕水頭については、最低作動水圧を必要とする給水用具がある場合は、その作

動水圧を確保すること。（別表２参照） 
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口径決定の手順は図－４のとおりであり、まず給水用具の所要水量を設定し、次に同時

に使用する給水用具を設定し、各区間に流れる流量を求める。 

 次に給水管口径を仮定し、その口径で給水装置全体の所要水頭が、配水管の最小動水圧

の水頭以下であるかを確かめ、満たされている場合はそれを求める口径とする。 

 また、メーターについては、口径ごとに適正な使用流量及び瞬時使用の許容流量等（別

表３）があり、給水管口径決定の大きな要因となっているため考慮すること。 
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２－７ 計算例１（直圧２Ｆ） 

 

計算条件：設計水圧    ０．２０㎫（２０．０ｍ） 

仮定主管口径  ４０㎜ 

各戸の給水栓数 ６栓（メーター口径２０㎜） 

同時使用    ３栓 

Ａ 大便器「洗浄水槽」φ１３ １２ℓ／min 

Ｂ 台所流し      φ１３ １２ℓ／min 

Ｄ 洗濯流し       φ１３ １２ℓ／min 合計３６ℓ／min 

給水する高さ  ４．２ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  間 
流 量 
ℓ／min 

仮 定 
口 径 

動水勾配 
‰ 

延長ｍ又は 
給水用具類 

損失水頭 
ｍ 

立ち上げ 
高さ ｍ 

所要水頭 
ｍ 

給水栓Ａ １２ １３ ２３０ ３．０ ０．６９ ― ０．６９ 

Ａ～Ｇ間 １２ １３ ２３０ １．０ ０．２３ １．０ １．２３ 

Ｇ～Ｈ間 １２ ２０  ３６ １．０ ０．０４ ― ０．０４ 

Ａ～Ｈ間小計 １．９６ｍ  

給水栓Ｂ １２ １３ ２３０ ３．０ ０．６９ ― ０．６９ 

Ｂ～Ｈ間 １２ １３ ２３０ １．０ ０．２３ １．０ １．２３ 

Ｂ～Ｈ間小計 １．９２ｍ  

よって、Ｈ点での所要水頭は１．９６ｍとなる。 

Ｈ～Ｉ間 ２４ ２０ １３０ １．０ ０．１３ ― ０．１３ 

Ｉ～Ｌ間 ２４ ２０ １３０ ２．５ ０．３３ ２．５ ２．８３ 

Ｉ～Ｌ間小計 ２．９６ｍ  

Ｋ

K 

6.0m 
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区  間 
流 量 
ℓ／min 

仮 定 
口 径 

動水勾配 
‰ 

延長ｍ又は 
給水用具類 

損失水頭 
ｍ 

立ち上げ 
高さ ｍ 

所要水頭 
ｍ 

給水栓Ｄ １２ １３ ２３０ ３．０ ０．６９ ― ０．６９ 

Ｄ～Ｊ間 １２ １３ ２３０ １．０ ０．２３ １．０ １．２３ 

Ｊ～Ｌ間 １２ ２０  ３６ ４．０ ０．１４ ― １．９６ 

Ｄ～Ｌ間小計 １．９６ｍ  

Ａ～Ｌ間の所要水頭は１．９６ｍ＋２．９６＝４．９２ｍ＞Ｄ～Ｌ間３．７６ｍとな

る。よってＬ点での所要水頭は、４．９２ｍとなる。 

 

区  間 
流 量 
ℓ／min 

仮 定 
口 径 

動水勾配 
‰ 

延長ｍ又は 
給水用具類 

損失水頭 
ｍ 

立ち上げ 
高さ ｍ 

所要水頭 
ｍ 

Ｌ～Ｍ間 ３６ ２０ ２２０  ２．０ ０．４４ ― ０．４４ 

ﾒｰﾀｰ ３６ ２０ ２２０ １１．０ ２．４２ ― ２．４３ 

Ｍ～Ｎ間 ３６ ２０ ２２０ ６．０ １．３２ ０．４ １．７２ 

止水栓（甲） ３６ ２０ ２２０ ８．０ １．７６ ― １．７６ 

Ｌ～Ｎ間小計 ６．３５ｍ  

４．９２ｍ（Ｌ点での所要水頭）＋６．３５ｍ（Ｌ～Ｎ点間での所要水頭）＝１１．

２７ｍ、５．０ｍ（余裕水頭）とすると、Ｎ点での所要水頭は、１６．２７ｍとなる。 

 

区  間 
流 量 
ℓ／min 

仮 定 
口 径 

動水勾配 
‰ 

延長ｍ又は 
給水用具類 

損失水頭 
ｍ 

立ち上げ 
高さ ｍ 

所要水頭 
ｍ 

Ｎ～Ｏ間  ７２ ５０ １１ ３．０ ０．０３ ― ０．０３ 

Ｏ～Ｐ間 １０８ ５０ ２２ ３．０ ０．０７ ― ０．０７ 

Ｐ～Ｑ間 １３０ ５０ ３０ ３．０ ０．０９ ０．３ ０．３９ 

ｹﾞｰﾄﾊﾞﾙﾌﾞ １３０ ５０ ３０ ０．４ ０．０１ ― ０．０１ 

ｻﾄﾞﾙ付 
分水栓 

１３０ ５０ ３０ １．０ ０．０３ ― ０．０３ 

Ｎ～Ｑ間小計 ０．５３ｍ  

全所要水頭は、１６．２３ｍ＋０．５３ｍ＝１６．７６ｍとなり、さらにエルボ、ソ

ケット等の損失として１０％を算入すると、１６．７６ｍ×１．１ｍ＝１８．４４ｍと

なる。よって、１８．４４ｍ（総所要水頭）＜２０ｍ（設計水圧の水頭）であるので、

仮定どおりの口径で適当である。 
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表－６「幹線給水管からの枝管の分岐可能件数」（参考） 

 

幹線の口径（ｍｍ） 枝管の取出し件数 

φ２５ １ 

φ５０ ２～１０ 

φ７５ １１～３５ 

φ１００ ３６～７０ 

φ１５０ ７１～２００ 

φ２００ ２０１～４００ 

 

表－７「直結給水による給水栓の設置可能件数」（参考） 

 

量水器口径（ｍｍ） 給水栓の数 

φ２０ ８栓＋散水栓 

φ２５ ９栓～１７栓 

 

※ なお、表－６及び表－７については、あくまでも便宜的な目安であって給水管

口径、量水器口径、給水栓の数及び枝管の取出し件数等については、水理計算を

行い算出すること。 
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３ 給水装置工事の申込み 

 

３－１ 給水装置工事申込みの手順 

 

１．指定業者は、給水装置工事申込者から給水装置工事を委任された後、管理者に当該工 

事に関する必要な手続きを行うこと。（条例第１３条第 1項） 

２．申込者は工事申込みの際、施工承認の際、市納金を納入すること。（条例第 33条、第

34条、第 34条の 2、第 36条） 

【解説】 

 給水装置工事及び給水装置工事申込みは、指定業者により施行されるものであるため、

指定業者は水道条例、規程等で定められた取扱い等を十分に理解し、的確に事務処理及び

施工を行うこと。 
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３－２ 給水装置工事申込み提出書類 

① 臨時（工事用）申込み（工事等で一時的に水を使用とする給水装置を設置する工

事を申込む場合） 

※ただし、給水装置工事を伴わない場合には臨時用申込書の提出を不要とする。 

② 新設工事申込み（新たに給水装置を設置する工事を申込む場合、既存建築物の建

替え等敷地内の既設給水装置の大部分が撤去された場合は新設工事とみなす。） 

③ 舗装先行工事申込み（舗装工事に先行して引込管新設工事を申込む場合） 

④ 改造工事申込み（既設給水装置の一部を変更する工事を申込む場合） 

⑤ 撤去工事申込み（既設給水装置を分岐部から撤去する工事を申込む場合） 

 

給水装置工事申込書に関する必要書類一覧 
臨時 

（工事用） 
新 設 舗装先行 改 造 撤 去 

工
事
申
込 

給水装置工事申込書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

給水装置工事設計書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

設計図面（平面図・立面図） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

建築確認済証（写し）またはそれに代わるもの 

謄本等 
― ◎ ― ― ― 

臨時水道使用申込書（開栓） ◎ ― ― ― ― 

道路占用及び使用許可書（写し） △ △ △ ※ △ 

既設確認依頼書 ― ※ ― ― ― 

利害関係の承諾書（同意書） ※ ※ ※ ※ ※ 

舗装先行工事における誓約書 ― ― ◎ ― ― 

工
事
終
了
後 

給水装置工事竣工届及び検査願 ○ ○ ○ ○ ○ 

竣工図面（平面図・立面図） ○ ○ ○ ○ ○ 

給水装置工事検査報告書 ― ○ ○ ○ ― 

新設水道使用申込書 ― ○ ― ― ― 

工事施行写真 ※ ※ ※ ※ ※ 

◎工事申込時に必要な書類 ○竣工審査に必要な書類 △施工までに必要な書類  

※必要に応じて提出を求める 

※その他必要書類 

 私道の掘削及び埋設等については、地籍図、謄本及び承諾（同意）書等を添付。 

 貯水槽等を有する建物については、有効容量計算書、設置形状寸法が確認できる書類を添付。 

 ３階建以上の建築物に直結給水する場合については、「直結（直圧・増圧）設計協議結果通

知書（写し）を添付すること。 

 その他の水理計算書、誓約書及び環境水道部が求める書類及び資料等。 
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３－３ 図面の作成 

１．図面は、給水装置工事の全容を知ることのできるようにするとともに、給水装置の

適切な維持管理のために必須の資料であるので、明確かつ容易に理解できるものであ

ること。 

２．図面に使用する表示記号については、別表１のとおりとする。 

３．使用する用紙については、局指定の設計、竣工図用紙に記載することとするが、万

一この用紙に記載不可能な場合については、別に局が指示するものとする。 

 

① 平面図・・・給水装置工事が詳細に把握できるように宅地の大きさや建物の外形、

給水栓の設置位置等を図示することとし、縮尺については、１／１０

０～１／２５０を標準とし、集合住宅等の配管が複雑化する場合につ

いては、屋外配管と屋内配管とに分けて記載すること。既設配水本管

等は茶色の実線とし、新設配管は赤色で画く事とする。 

（ア）方位及び定地の境界線 

（イ）建物の外形、間取り、集合住宅等については独立した住居の区割り 

（ウ）道路種別及び道路幅員 

（エ）配水管の布設位置、口径、管種等 

（オ）新設給水管の分岐及び布設位置、管種、口径及び使用材料等 

（カ）既設給水管の撤去位置 

（キ）メーター、止水栓及び給水栓等の設置位置 

（ク）特殊器具の名称 

（ケ）その他当該工事に関する必要事項 

（コ）単位については、管口径及び給水栓口径等についてはミリメートル（㎜）とし、 

道路幅員及び管延長についてはメートル（ｍ）とする。 

② 立体図・・・平面図に基づき詳細が把握できるよう正確丁寧に画き、既設配水本

管等は茶色の実線とし、新設配管は赤色で画く事とする。 

③ 位置図・・・主要の目標及び隣家等が把握できるものとする。 

 

３－４ 設計審査 

管理者は、給水装置工事申込みを受けたとき、次の審査及び確認を行う。 

 １．給水装置工事申込書（水理計算書等添付書類及び図面等含む） 

 ２．利害関係人の承諾、同意書等の有無 

  ３．建築確認済証明書（写し） 

  ４．道路占用許可書の写し（市道・府道・国道・大阪市道・里道・水路等） 

  ５．道路使用許可書の写し（所轄警察署） 

  ６．他企業地下埋設物占用者との協議書又は回答書等、その他の必要書類。 
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４ 施工 

４－１ 施工概要 

 工事の施工にあたっては、設計及び審査の確認を受けたうえ、本施行基準及び門真市環

境水道部水道工事標準仕様書等により、主任技術者の指導監督のもと豊富な経験と技能を

有する配管技能者を従事させること。 

 

  上記の技能を有する配管技能者とは、次の各号に掲げるものとする。 

１．給水装置工事配管技能者認定協議会が認定した試験・講習会の該当者。 

２．財団法人給水装置工事技術振興財団が実施する給水装置工事配管技能者講習修了者。 

３．日本水道協会等が実施した旧配管技能者講習の修了者。 

４．その他、上記１～３と同等の技能を有する者と認められる者。 

   また、施工にあたり道路交通法、労働安全衛生法等の関係法令及び工事に関する諸

規定を遵守し、常に交通等の安全に十分留意して現場管理を行うとともに、工事に伴

う騒音、振動をできる限り防止し、生活環境の保全等に努めること。 

 

４－２ 許可及び保安設備 

１．許可書等の確認 

① 関係官公署の許可条件を遵守すること。 

  ② 関係法令及び諸規定等を遵守すること。 

  ③ 利害関係者の承認等を確認すること。 

２．保 安 設 備 

   関係法規及び許可条件に基づき保安設備を設置し、事故防止に努めること。 

３．工事の公害防止 

   工事の着工前に付近住民等に内容を説明し、協力を要請するとともに、施工にあた

っては騒音や振動等で迷惑をかけないよう十分留意すること。 

   また、工事に使用する材料、機械、器具等は付近住民及び通行の支障にならないよ

うにすること。 

４．地下埋設物の確認 

   地下埋設物については、事前に充分な調査を行ない、必要に応じて各占用者に協議

及び立会いを求め確認のうえ、施工すること。 

   また、他の埋設物を損傷した場合は、直ちにその埋設物の管理者に通報し、その指

示に従わなければならない。 

５．工事に伴う断水 

   断水については、あらかじめ水道使用者等に通知し了解を得るとともに、事前に環

境水道部と協議及び調整すること。 
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  また、配水管に附属するバルブ調整は行わないこと。 

６．工事の中止 

  万一事故が発生した場合は、直ちに所轄警察署長、道路管理者等に通報し、適切な

処置を行うとともに速やかに環境水道部に連絡し、指示を受けること。 

７．清 掃 

   工事が完了したときは、直ちに道路上の土砂、材料及び機械器具類を搬出し、路面

及び側溝等の清掃を行うこと。 

８．明 示 杭 等 

   明示杭、基準点、仮ＢＭ等は、抜き取ったり移動してはならない。 

   なお、移動を必要とする場合は、関係者及び環境水道部職員の指示を受けること。 

 

４－３ 土工事 

  道路（施設）管理者の指示に従い、適切に施工すること。 

１．掘 削 

① 道路の掘削は、原則として施工当日に管布設、埋め戻し及び仮復旧が完了できる

範囲とする。 

② 道路を横断して掘削する場合は、当該道路の通行に支障のないように適宜分割し

て施工し、工事完了部分については埋め戻し終了後、交通に支障のない措置を講

ずること。 

③ 掘削に先立ち、地上及び地下埋設物を詳しく調査し損傷を与えないよう注意する

こと。 

④ 掘削は、みぞ掘り又はつぼ掘りとし、えぐり掘りを行わないこと。 

⑤ 掘削敷は、凹凸のないように行うこと。 

⑥ 歩道コンクリート板及び縁石等は、破損しないよう取り外し、交通に支障のない

場所へ整理しておくこと。 

⑦ コンクリート、アスファルト舗装の掘削は、それぞれに適応した切断機で縁切り

を行うこと。 

⑧ 軟弱地盤又は湧水地帯にあたっては、土留工を施し、水を排除しながら掘削する

とともに、その排水先に注意すること。 

⑨ 施工にあたっては、既設舗装をいためないよう適切な措置を講ずること。 

２．埋戻し及び残土処分 

① 埋戻しは、原則として掘削残土を使用せず全て砂または良質の土砂で行うこと。 

    ただし、環境水道部職員の指示がある場合はこの限りではない。 

② 転圧は、各層に分けてランマ、タンパ、振動ローラ等の締め固め機械により、強

固な路床に仕上げ、沈下及び陥没の生じないようにすること。 
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③ 掘削残土等は保安上の措置を十分施し運搬処理を行い、工事現場又は路上に放置

しないこと。 

④ 工事の施工により発生するアスファルト塊及びコンクリート塊は、産業廃棄物で

あるので「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、責任をもって適切に処

理すること。 

３．路 面 復 旧 

① 仮復旧 

（ア）舗装道路の路面は、埋戻し後直ちに加熱アスファルト合材等により仮復旧を行

うこと。 

（イ）舗装に先立ち、路床及び路盤を十分に転圧したうえ、合材等を均一に敷きなら

し、余盛りを行い、十分に転圧して既設路面と同一面になるように仕上げること。 

（ウ）完了後は、既設路面の汚れを必ず清掃し、道路上の交通区画線などについては、

ペイント等で表示すること。また、仮復旧跡には、ペイント等で「給水」と表示

すること。 

（エ）仮復旧後、本復旧施工までの期間は随時パトロールを行い、住民及び交通に支

障をきたす恐れのある時は、速やかに補修するなどの維持管理を行うこと。 

② 本復旧 

（ア）本復旧工事は、当該道路管理者の指示に従い速やかに施工すること。 

また、私道等の本復旧工事については、所有者等と協議を行い、速やかに施工

すること。 

（イ）本復旧工事完了後は、速やかに既設の区画線及び道路標示を溶着式により施工

すること。 

 

４－４ 配管工事 

給水装置の構造及び材質は、水道法施行令第５条に基づく「給水装置の構造及び材質に

関する省令」に適合していなければならない。 

 また、使用材料等が適合していることの確認は、主任技術者の責任において行うものと

する。 

１．分 岐 方 法 

① 給水管は原則として口径３５０㎜以下の配水管から分岐すること。 

    また、配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による使用水量

に比し、著しく過大でないこと。 

② 原則として、給水管口径及び分岐取り出し最小口径は２５㎜とする。 

    ただし、配水管の未設地域でこれらに準ずる給水管から分岐する場合は協議のう

え決定する。 

②  分岐方法にはサドル付分水栓や割Ｔ字管取付けによる不断水工法等がある。 
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これらの分岐方法については、環境水道部と協議し施工すること。 

    また、分岐するにあたっては、門真市の上水道管であることを十分に確認のうえ、

施工すること。                                 

④ 配水管が耐震管の場合（ＳⅡ形、ＮＳ形，ＧＸ形）、第 1止水までは耐震管とする。 

⑤ 穿孔時には、排水ホースを取付け、排水を行いながら穿孔するとともに、排水先

に注意すること。また、ダクタイル鋳鉄管の「内面エポキシ樹脂粉体塗装管」を穿

孔する場合には、粉体管専用ドリルを使用すること。 

⑥ 分岐工事完了後は、防食用ポリエチレンシート等を取り付けること。（図－５参照） 

⑦ 鋳鉄管への穿孔箇所には、内面形状に応じた腐食防止のコアを挿入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．配 管 

① 配水管から給水管を取り出す場合には、埋設後に荷重による引張力がかからない

よう余裕をもたせて布設すること。 

② 配管する前に管内を十分清掃するとともに、管体の検査を行い、亀裂その他欠陥

がないことを確認すること。 

③ 配水管から給水管を取り出す方向は、当該配水管が布設してある道路の境界線ま

では、原則として道路とほぼ直角に布設すること。 

④ 他の地下埋設物に接近して布設する場合には、３０㎝以上の間隔をとることを原

則とし、施工上困難な場合には、他の地下埋設物管理者に立会いを求めるとともに、

環境水道部職員の指示によること。 
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⑤ 給水管を布設する場合は、下水、汚水桝など水が汚染される恐れがある箇所等を

避けるとともに、止水栓及びメーター等の設置場所を十分に考慮し、維持管理に支

障をきたさないよう配管しなければならない。 

⑥ 配水管にサドル付分水栓又はＴ字管を取り付ける間隔は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

⑦ 給水管は、いかなる場合でも衛生に十分注意し施工すること。 

⑧ 給水管の埋設深度は給水管標準埋設深度表の定めるところによるが、必ず事前に

道路管理者と協議を行い、指示に従うこととする。 

 

「給 水 管 標 準 埋 設 深 度 表」 

区 分 50㎜以下 75㎜以上 

国 道 
道路管理者の指示による 

府 道 

市 道 

（里道・水路敷含む） 
０．６ｍ以上 ０．８ｍ以上 

私 道 ０．６ｍ以上 ０．８ｍ以上 

その他（宅地内等） ０．３ｍ以上 ０．６ｍ以上 

 

    ※障害物等で上記の表の基準どおり施工できない場合には、道路管理者及び管理者と協議すること。 

 

３．管 保 護 

① 給水管の露出部分は、凍結、浸食及び外部からの損傷を防ぐため適当な保温材等

で被覆しなければならない。 

② 管の露出部分が１．０ｍ以上に及ぶときは、たわみ及び振動を防ぐため、適当な

間隔にパイプバンド、その他適当な材料を用いて建造物に固定しなければならない。 

③ 給水管には水撃作用によって管に影響を与えるような機械又は器具を直結しては

ならない。 

④ 管が酸、アルカリなどの侵食を受けるおそれのある場合は、状況を十分調査のう

え、あらかじめ防食上適切な措置を行うこと。 

⑤ 給水管の曲管部又は管末部で接合箇所が離脱するおそれがある場合は、離脱防止

継手を用いるか、又はコンクリート等で保護するなどの適切な措置を講ずること。 

 

 取 付 間 隔 

サドル付分水栓 ０．３ｍ以上 

Ｔ字管 １．０ｍ以上 
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４．水 路 伏 越・添 架 

 道路管理者以外の管理地等を掘削及び占用する場合には、当該管理者の許可条件等を確

認したうえ、指示どおりに施工、復旧すること。 

 

① 原則として水路幅員内には、継手箇所を設けてはならない。 

② 管が折損のおそれがある場合は、管の保護のため鋼管のさや管を用いるなど適当

な措置を講じること。 

③ 施工方法については、伏越しを基本とする。 

④ 酸、アルカリ等によって浸食されるおそれのある場所及び電食のおそれのある場

所においては、適切な防食措置を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．排気・排水設備 

  給水管中に停滞空気が生じて通水を阻害する恐れのある箇所又は死水の恐れのある箇

所には、それぞれ排気や排水装置を設けるなど適当な措置を講じなければならない。 

 

排水装置（ドレン）口径 

給水主管口径（㎜） 排水ドレン口径（㎜） 

４０ ２５ 

５０ ２５ 

７５ ５０ 

※その他の主管口径については、協議のうえ決定する。 
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６．止水用器具の設置 

 止水用器具は、維持管理に支障をきたさないよう考慮して設置すること。 

① 配水管から分岐した給水管には、現場状況に応じて止水栓、青銅製仕切弁 10k(以

下ゲートバルブという）又はソフトシール仕切弁を設置すること。 

② 25㎜以下についてはメーターと同口径のメーター直結伸縮式甲止水栓を設置する

こと。 
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  ③ 口径４０㎜及び５０㎜のメーターを設置する際には、メーターの前後にゲートバ

ルブを、口径７５mm以上については、メーター前後にソフトシール仕切弁を設置す

ること。 

  ④ ソフトシール仕切弁の両端には、所定の短管又はフランジ管等を使用すること。 

⑤ 支線の多い給水管又は長距離配管の場合については、修繕の便を図るためゲート

バルブ等を適所に設けること。 

⑥ 瞬間湯沸器、冷水器その他の特殊器具を給水装置に取り付ける場合は、それら流

入口側に止水用器具を設置すること。 

⑦ 止水用器具を埋設する際には、開閉キー等による操作に支障のないよう設置する

こと。 

⑧ 止水用器具は、設置する前に各締めつけ箇所の調整、確認を必ず行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．弁・栓室の設置 

① 弁・栓室の基礎は、十分に締固めを行うこと。 

② 仕切弁本体とボックスとは、接触してはならない。 

③ 仕切弁鉄蓋やバルブ鉄蓋の設置方向は、蝶番を水流方向に設置する。 

④ 仕切弁鉄蓋は、水流方向・口径表示付きとする。 

⑤ ボックスは、レジンコンクリート製とする。 

⑥ 仕切弁鉄蓋、バルブ鉄蓋及び止水栓蓋等は、道路面と同一の高さにし、スピンド

ルが中心位置にあるよう据え付けること。 

  （ア）キャップの矢印方向（水流方向） 

     矢印については、基本的に大口径から小口径に向ける。 

     矢印については、基本的に配水池から末端に向ける。 

  （イ）ソフトシール弁蓋については、キャップを挿入すること。 

  （ウ）キャップ挿入箇所 

 

ゲートバルブ等設置 

長距離配管時の止水用器具設置例 

工事申込場所 

道路隅切部から延長 10.0ｍ以上の場合 
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仕切弁鉄蓋

上部

中部

下部

底板40Ｓ or 60SS

底板60Ｓ

Ｈ ｈ

 

 

 

 

 

（エ）仕切弁室標準図（φ７５～φ１５０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管径

(mm)
土被り
Ｈ

鉄蓋

ボックス

上部
Ａ

中部
Ｂ

下部
Ｃ

底板１ 底板２
ｈ

1,000

800

150

150

150

150

200

300

300 40S 60S

60SS 60S-

900

720
75～150
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（オ）バルブボックス設置標準図 1
5
0

6
0

1
7
2

 

８．管 明 示 工 

  管口径５０㎜以上の塩ビ管を布設する場合は、明示シートを管上部３０㎝の位置に敷

設することとし、管口径７５㎜以上の鋳鉄管を布設する場合は明示テープを取り付ける

とともに、管明示シートを上部３０㎝の位置に敷設すること。 
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９．消 火 栓 及 び 消 火 栓（管理孔） 室 の 設 置 

① 消火栓の設置については所轄の消防署と協議すること。 

② 消火栓は、道路の交差点を避け、消火活動に便利な地点に設けること。 

  （ア）消火栓は、排気弁付単口とし呼び径は７５㎜とする。 

  （イ）消火栓本体には、補修弁を必ず設置すること。 

  （ウ）消火栓鉄蓋及び室枠は、指定の材料を使用すること。 

  （エ）消火栓鉄蓋は、道路に平行に取り付けること。 

  （オ）土被りが深い場合には、補修弁の下にフランジ短管を使用し調節すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．管 の 接 合 

   管の接合は全て確実に行い、接合部分の腐食、通水の阻害、材質の損傷、漏水及び

離脱の起こらぬよう施工すること。 

① ダクタイル鋳鉄管（メカニカル継手） 

（ア）接合作業に先立ち、挿し口及び受け口の内面に付着している異物等を完全に取

り除くこと。 

  （イ）挿入作業は、挿し口へ押輪及び滑剤を塗ったゴム輪をはめ、受け口にはめこみ、

片寄らないよう取り付けたうえ、ボルト孔を合わせてボルトを差し込み、押輪を

ナットで締めながら、さらにゴム輪を押し込むこと。 

  （ウ）各ボルトを締める場合は、片締めにならないように均等に対角に締めること。 

  （エ）メカニカル継手は、必ず次表のトルクまで締めつけること。 

  （オ）ボルトナットについては、特殊なものを除いて材質は SUS304（乾式）を使用す

ること。 

ボルトの呼び 管口径（㎜） 締付けトルクＮ／ｍ（kgf/cm） 

Ｍ１６ ７５ ６０（６００） 

Ｍ２０ １００～６００ １００（１０００） 

 

Ｈ 

ＧＬ 
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  ② ダクタイル鋳鉄管（ＮＳ形継手） 

  （ア）受口内面と、挿口外面及びロックリングの清掃を行う。 

  （イ）表示マークが上部にくるように管を置き、受口内面に芯出し用ゴム、ロックリ

ング及びゴム輪をセットする。 

     このとき、ゴム輪の表示は NS形用であることを確認する。 

  （ウ）ゴム輪内面と挿口外面のテーパー部から白線までの範囲に滑剤を塗布する。 

    滑剤については、ダクタイル管継手用滑剤を使用する。 

  （エ）管をクレーンなどで吊り、ほぼ真直状態になるようにし、挿口を受口に預け入

れる。 

  （オ）接合器具を管の上からセットし、レバーブロックを操作して挿口を所定の白線

まで挿入する。 

  （カ）薄板ゲージで、入り込み量を測定する。 

     なお、異形管の接合は異形管の接合に必要な継手部品（ライナー等）をセット

し同様に接合する。 

  （キ）接合作業は、その都度必要事項をチェックシートに記入しながら行うこと。 

  （ク）切管には、必ず１種管を用いること。 

（ケ）その他接合方法等については、水道工事標準仕様書による。 

 

③ ダクタイル鋳鉄管（GX形継手） 

（ア）受口内面と、挿口外面及びロックリングの清掃を行う。 

（イ）ロックリング及びロックリングホルダはあらかじめセットされているため、所

定の受口溝に正常な状態にあるか目視等により確認する。 

（ウ）ゴム輪を清掃し、ヒール部を手前にして受口内面におさめ、所定の位置に装着

する。このとき、ゴム輪の表示は GX形用であることを確認する。 

  （エ）ゴム輪内面と挿口外面に滑剤を塗布する。 

     滑剤については、ダクタイル管継手用滑剤を使用する。 

  （オ）管をクレーンなどで吊り、ほぼ真直状態になるようにし、挿口を受口に預け入

れる。 

  （カ）接合器具を管の上からセットし、レバーブロックを操作して挿口を所定の２本

の白線のうち白線 A（差し口側）の幅の中に受口端面がくるようあわせる。 

  （キ）チェックゲージで、ゴム輪位置及び入り込み量を測定する。 

     また、異形管の接合は異形管の接合に必要な継手部品（ライナー等）をセット

し、同様に接合する。 

     なお、異形管で使用するゴム輪は、直管で使用するゴム輪と形状が異なるので、

使用前に形状を確認すること。 
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  （ク）異形管受口に管を挿入する際は、挿口（突部）がロックリングを通過するのを

確認し、ロックリングストッパを引き抜くこと。 

  （ケ）接合作業は、その都度必要事項をチェックシートに記入しながら行うこと。 

（コ）切管と直管受口の接合には P-Linkを用い、切管と異形管受口の接合には G-Link

を用いること。なお、切管用挿口リングへ接合する場合には、切管には必ず１種

管を用いること。 

（サ）その他接合方法等については、水道工事標準仕様書による。 

   内面エポキシ樹脂粉体塗装管を切管する場合は、ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰﾄﾞの切断刃を使用し、 

切管端面の補修は、切管鉄部用塗料 RP102、管内面の補修は、補修パテ（2液性エポキ 

シ）を使用すること。 

  ④ フランジ継手 

    ゴム板パッキンは、移動を生じないように固定しながら両面を密着させ、ボルト

ナットを片締めにならないよう全周を通して均等に締めなければならない。 

  ⑤－１ 耐衝撃性硬質塩化ビニル管（TS接合） 

  （ア）塩化ビニル管は、塩化ビニル管用接合材を用いて塩化ビニル管用接着剤にて接

合しなければならない。 

  （イ）接合に先立ち、塩化ビニル管及び接合材の接合部分に付着している異物を、ウ

エス等できれいに拭き取ること。 

  （ウ）継手受け口内面及び挿し口外面に接着剤を、刷毛で薄く塗りもらしのないよう

均一に塗ること。 

  （エ）管体及び継手に接着剤を塗り終わったら、直ちに管を継手に一気にひねらず差

し込み、そのまま下記の保持時間以上保持すること。 

呼び径（㎜） ４０以下 ５０以上 

保持時間 ４０秒以上 ６０秒以上 

  （オ）接着後はみ出した接着剤は、直ちに拭き取ること。 

（カ）TS接合箇所については、接合後すぐに通水せず、接着剤の使用方法等に注意し、

十分に風乾させること。 

⑤－２ 耐衝撃性硬質塩化ビニル管（ゴム輪形接合） 

  （ア）接合に先立ち管体等を検査するとともに、ゴム輪がゴム輪溝部に正確に装着さ

れているか確認すること。 

  （イ）管挿し口及びゴム輪に滑剤を塗布し挿入機等を用いて、まっすぐに標線まで挿

入すること。なお、滑剤については塩化ビニル管専用のものを使用すること。  

  （ウ）管を切管加工した場合には、ヤスリ又は面取機等で面取りを行うとともに、挿

し口側にマジックインキ等で挿入長さ（標線）を記入すること。 

  （エ）管の挿入完了後には、受け口にすき間ゲージ等を差し込み、ゴム輪が全周にわ

たって均一な深さにあるか確認すること。 
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  （オ）離脱防止用具については、曲管部、異形管部、止水用器具取付け部及びその前

後の直管部へ取り付けること。 

  ⑥ ビニルライニング鋼管 

    接合は鋼管ソケットのほか、原則として鋼管ユニオンを用い、管端の外面のネジ

を切り管端面ネジ部に補修剤兼用のシール剤等を塗って、ソケット・エルボ・チー

ズなどにねじ込んで接合するもので、ネジ込みの山数は７山以上とする。 

    管端面及びネジの露出部分は、腐食し赤水の発生、通水阻害及び折損の原因にな

るため、完全に施工すること。 

    また、ネジ切りに使用する切削油又は水道用ネジ切り油剤（JWWA-K137）を用い、

シール剤はテープ状と液状があり、テープ状シール剤はシール用フッ化エチレン樹

脂未燃焼テープ（JIS K6885）を使用し、液状シール剤は水道用液状シール剤

（JWWA-K146）等を使用すること。 

 

１１．撤 去 工 事 

① 不要となった給水管及び付帯設備については撤去すること。 

  ② 甲型分水栓は、コマ下げをし、甲型分水栓用キャップ取付けとする。 

  ③ サドル付分水栓は、コックを締めサドル付分水栓用キャップ取付けとする。 

  ④ チーズでの分岐箇所は、断水器コマを設置し、ビニルキャップ止めとする。 

    また、圧着機を使用し圧着施工した場合には、圧着箇所にＭＣユニオン等を挿入

し、保護すること。 

  ⑤ 分水栓撤去箇所には、新設時と同様に防食用ポリエチレンシート等により、防食

措置を施すこと。 

  ⑥ Ｔ字管、割Ｔ字管は、環境水道部と協議しフランジ栓等をおこなうこと。 

  ⑦ 撤去が困難な場合については、協議のうえ決定する。 

 

４－５ メーターの設置基準 

１．設置基準 

  ① 給水栓まで直接給水するものについては、専用給水装置ごとに一個とする。 

  ② 貯水槽又は増圧装置を設けるものについては、原則として貯水槽、増圧装置ごと

にメーター（市の親メーター）一個とし、各戸検針を選択する場合には、各戸に設

置する水道メーターは、事前の協議により私設メーターを設置すること。 

③ 他用途、その他については、協議により決定する。 
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専用給水装置の場合 

貯水槽又は増圧装置設置の場合 

直結直圧方式共同住宅の場合 
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２．メーター設置位置 

  メーターの設置位置は、当該建築物等の敷地内の屋外で、使用者が不在の時でも容易

に検針及び取替のできる場所とし、下記の場所等には設置してはならない。 

  なお、貯水槽又は増圧装置を設ける共同住宅等の取扱いについては、門真市環境水道

部「貯水槽式共同住宅の各戸検針、各戸徴収等に関する契約書」及び「直結増圧ポンプ

方式共同住宅の各戸検針、各戸徴収に関する契約書」によるものとする。 

① ガレージ内では、自動車の下になる箇所 

② 常に水没し、かつ汚水が入りやすい箇所 

③ 衝撃等により破損や異常を生じやすい箇所 

④ 炊事場、床下及び物置等暗い場所や物を置きやすい箇所 

⑤ 店舗等の場合で、営業時に陳列台（棚）その他商品等の下になる恐れのある箇所 

⑥ その他、各戸メーターの検針・取替え等、環境水道部の業務に支障をきたす箇所 

３．メーター設置位置の変更（条例第 12条、第 16条、施工規定第 18 条） 

① メーター位置を変更しようとするときは、管理者に届け出をしなければならない。 

② 家屋の増改築その他のため、メーターの点検及び取替等に支障のあるときは、原

則として、所有者又は使用者等の責任においてメーター位置の変更を行うこと。 

③ 前２項の変更に要した費用は、使用者又は所有者の負担とする。 

４．メーターの保管責任（条例第 23条第 2項） 

① 使用者又は所有者は、メーター及び付属器具を亡失又は破損したときは、直ちに

管理者に届け出なければならない。 

② 前項の場合は、その損害を賠償しなければならない。ただし天災その他、使用者

又は所有者の責任でないと認めるときはこの限りではない。 

５．メーター室（メーターボックス）の設置 

① メーターの口径に適応したボックスを選定及び設置すること。 

  ② メーターボックスの沈下及び雨水の浸入等を極力避け得るよう必要な措置を講じ

ること。 

③ 検定満期に伴うメーター取替作業に支障が無い場所を選定し設置すること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



38 

 

 

 

  

 

 

 

 

      

 

 

 

 

４－６ 逆流防止 

 

 給水装置で、逆流による水質事故を防止するためには、次のような適切な措置を講じな 

ければならない。 

１．給水管には、当該給水装置以外の水管、配水管を汚染する可能性のある機械及び設

備等と直接連結（クロスコネクション）しないこと。 

２．水槽、流しその他水を受ける容器に給水する場合は、吐水口と水槽などの越流面と

の間に必要な吐水口空間を確保すること。 

３．逆流を防止するために所定の性能を有する給水用具が、適正な位置に設置されてい

ること。 

４．水を汚染するおそれのある場所に給水する給水装置については、逆止弁の設置など、

適切な逆流防止の措置を講じること。(省令第 5条第 2項) 

 

【解説】 

１．について：クロスコネクションの防止 

① クロスコネクションとは、水道水に井戸水、工業用水道等の水道用水以外の水管、

化学薬品、排水等の物質が混入する可能性のある水道水以外の用途の設備又は施設

等との誤接合をいう。 

    安全確保のため、給水装置と給水装置以外の水管及びその他の水道水以外の設備

等と直接連結してはならない。 

    また、水道水以外の水管には、その用途が識別できるように管の外面に明示を行

う必要がある。 

② 給水装置と接続されやすい配管は次のとおりである。 

メーター口径（㎜） Ｌ（㎜） 

13 100 

20 190 

25 225 

40 245 

50 560 

75 630 

100 750 

150 1000 

200 1160 
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    工業用水、井戸水、再生利用水、水槽以下の配管、プール及び浴場の循環用の管、

水道水以外の給湯配管や雨水等がある。 

２．について：吐水口空間 

  水槽、流し、洗面、浴槽等に給水する場合は、給水栓の吐水口と受水容器の越流面と

の間に必要な吐水口空間を確保する。（図－８参照）吐水口空間は、逆流防止の最も一般

的で確実な手段であり、水槽、浴槽、プール等に給水する場合は、表－８及び表－９に

示すような吐水口空間を確保しなければならない。 

  また、水槽などには越流管及び排水管を設けるが、これらを汚水桝や排水管に直接接

続すると、その排水系統が閉塞するなどの事態を生じたとき、汚水が逆流するおそれが

あるので、間接排水として排水口空間を確保する。（図－９参照） 

３．について：給水用具の設置 

  器具が適正なものであっても、吐水口空間の確保が困難な場合、あるいは給水栓など

にホースを取り付ける場合は、その使用方法などによって逆流の危険が生じることがあ

るため、バキュームブレーカーや逆止弁などの有効な逆流防止機能を有する器具を取り

付ける。 

  逆流防止機能を有する器具は、給水形態や使用方法によって引き起こされる危険の程

度に応じて、適正なものを用いること。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

口 径 吐 水 口 空 間 

呼び径２

５㎜以下 

近接壁から吐水口の中心までの

水平距離及び越流面から吐水口

の最下端までの垂直距離 

呼び径２

５㎜を超

える場合 

越流面から吐水口の最下端まで

の垂直距離 
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備考１．浴槽に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）にあっては、この表下欄中「25㎜」

とあり、又は「40㎜」とあるのは、「50㎜」とする。 

  ２．プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤又は薬品を入れる水槽及び容

器に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）にあっては、この表下欄中「25㎜」とあ

り、「40㎜」とあり、又は「50㎜」とあるのは、「200㎜」とする。 

  ３．上記１．及び２．は給水用具の内部の吐水口空間には適用しない。 

 

 

 

区   分（上欄） 

越流面から吐水口の最

下端までの垂直距離 

（下欄） 

近接壁の影響が少ない場合 1.7ｄ+5㎜以上 

近接壁の影響

がある場合 

近接壁が１面の場合 

壁からの離れが３Ｄ以下 3ｄ以上 

壁からの離れが３Ｄを超え５Ｄ以下 2ｄ+5㎜以上 

壁からの離れが５Ｄを超える 1.7ｄ+5㎜以上 

近接壁が２面の場合 

壁からの離れが４Ｄ以下の 3.5ｄ以上 

壁からの離れが４Ｄを超え６Ｄ以下 ３ｄ以上 

壁からの離れが６Ｄを超え７Ｄ以下 ２ｄ＋５㎜以上 

壁からの離れが７Ｄを超える 1.7ｄ＋５㎜以上 

備考 １．Ｄ：吐水口の内径（㎜）  ｄ：有効開口の内径（㎜） 

   ２．吐水口の断面が長方形の場合は長辺をＤとする。 

   ３．越流面より少しでも高い壁がある場合は近接壁とみなす。 

    ４．浴槽に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）において、下欄に定める式により算

定された越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が５０㎜未満の場合にあっては、当該距離は

50㎜以上とする。 

呼び径の区分 
近接壁から吐水口の中心まで

の水平距離（中欄） 

越流面から吐水口の最下欄ま

での垂直距離（下欄） 

１３㎜以下 ２５㎜以上 ２５㎜以上 

１３㎜を超え２０㎜以下 ４０㎜以上 ４０㎜以上 

２０㎜を超え２５㎜以下 ５０㎜以上 ５０㎜以上 
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    ５．プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤又は薬品を入れる水槽及び

容器に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）において、下欄に定める式により算出

された越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が２００㎜未満の場合にあっては、当該距離は

２００㎜以上とする。 

 

４－７ 監督 

 

 主任技術者は、本施行基準及び関係法規等を熟知し、完全管理を遵守し、工事を遂行す

ること。 

 また、施工方法、構造及び材質については下記項目を確認のうえ、確実完全なる設備の

完工を行い、管理者の検査を受けること。 

 

１．安全の確認 

  人身尊重を基本に、保安設備等の再確認を行う。 

２．工法の確認 

 

 

 主任技術者は、竣工検査に先立ち当該工事の配水管、給水管及び給水用具の各部を設計

図書と照合しながら、本施行基準等に基づき以下の事項を必ず確認すること。 

 

① 管種、口径及び布設延長 

② 管の分岐位置（道路角等から三点で測定）、埋設位置及び深度 

③ 管の接合方法 

④ メーターの設置位置 

⑤ 器具の取り付け方 

⑥ 防護材料とその工法 

⑦ 構造及び材質の確認 

⑧ 工事着工前の状況及び完了後、外部から確認できない穿孔状況、配管状況、埋め

戻状況及び埋設物等の記録写真を撮影及び整理し、竣工検査申込時に提出すること。 

⑨ 水質については、臭気、味、色、濁り等の異常がないことを確認すること。 

 

３．漏水の有無（水圧試験） 

配管終了後、環境水道部の竣工検査までに漏水確認、水圧試験の実施をしておくこと。 
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５ 工事の検査と維持管理 

５－１竣工検査 

 

水道水の供給を受ける給水装置は、適正な給水の保持を図るため当該給水装置が安全か

つ使用目的に適合しているか、また本施行基準に基づいて施工されているかどうか確認す

るため、主任技術者等の立ち会いのもと管理者の検査を受けなければならない。 

 また、検査の種類については竣工検査とする。 

ただし、環境水道部が必要でないと認めた工事については、竣工検査を省略することが

できる。（条例第 13条第 2項） 

 

① 検査の内容 

竣工検査 

 （Ａ）管種、口径及び布設延長 

 （Ｂ）管の分岐位置及び埋設位置、深度及び接合方法等 

 （Ｃ）メーターの設置位置 

 （Ｄ）器具等の取り付け方法（栓数等） 

 （Ｅ）防護材料とその工法 

 （Ｆ）構造及び材質の確認 

（Ｇ）水圧試験 

1.75㎫を 1 分間の水圧試験で、漏水及び抜け等がないことの確認 

    なお、検査不合格の場合は、不合格箇所の手直し後再検査を行う。 

 （Ｈ）水質の確認も環境水道部は行う。 

 

５－２ 給水装置の譲渡 

 

１．道路を縦断して敷設される給水装置は「 譲渡承諾書 」の提出により、給水装置の所

有権を管理者に譲渡することができる。 

２．譲渡の成立は、給水装置工事の竣工検査合格後とする。 

【解説】 

給水装置の譲渡手続きについては、次のとおりとする。 

①  給水装置工事に際して、事前の協議により道路に縦断して敷設する共用給水装置

を給水装置工事の竣工検査合格後、給水装置の所有者が所有権を、管理者へ譲り渡

すものである。 

②  給水装置の譲渡に対する所有権の譲り受けについては無償である。 

③  管理者が譲り受ける給水装置の管口径については、管口径５０㎜以上とする。 
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④ 管口径４０㎜以下及び専用（単独）給水装置については譲り受けない。 

⑤ 埋設の許可等が得られていないものは譲り受けない。 

⑥ 事前の協議により、給水装置の工法、構造及び材質等を指定する。 

 

５－３ 給水装置の維持管理 

 

給水装置工事に係る費用については、工事申込者の負担としていることから、給水装置

は個人財産であり、原則として日常の維持管理は使用者または所有者が行わなければなら

ない。 

 しかし、配水管の分岐箇所からメーターまでの間で漏水等が発生した場合には、事故防

止、水の有効利用の観点等から、給水装置所有者等の申し出により市環境水道部にて修繕

作業等を実施する。 

 

水道施設の区分 

公道に埋められた配水管は、環境水道部の所有物です。この配水管から分かれた給水

装置（メーターは除く）は皆さんの所有物です。このため、修繕費用は皆さんの負担に

なりますので、いつも気をつけて維持管理してください。 ただし、市民サービスの一

環として、給水装置であっても道路上の水漏れはメーターまで環境水道部の負担で修理

しています。なお、漏水による水道の使用量の増加分にも水道料金などがかかりますの

でご注意ください。 

 

お問い合わせ先  環境水道部 工務課 建設・管理グループ ☎06-6903-2123 
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６ 三階建て以上の建築物に係る直結給水 

 

 この章では、施行規程第５条第１号ただし書の規程に基づき、管理者が別に定める建築

物の範囲を定めるとともに、三階建て以上の建築物へ直結給水する場合の給水装置の設計

及び施行に関し、必要な事項を定めるものである。 

 

６－１ 対象区域 

  三階建て以上の建築物に直結給水できる区域は、給水区域内とする。ただし、他市よ

り分水されている区域は除く。 

 

６－２ 対象建築物 

直結給水の対象となる三階建て以上の建築物は、次に定める条件を満たすものとする。 

① この基準で別に定める設計水圧（0.2MPa）で給水可能であること 

② 計画使用水量が瞬間最大給水量で 236ℓ／min 以下であること 

③ この基準で別に定める水理計算により給水可能であること 

④ この基準で別に定める分岐可能な配水管より直接給水分岐できること 

⑤ 申込時に使用用途の不明な区画がない建築物であること 

⑥ 給水管は、配水管から直接分岐された専用管であること 

 

６－３ 対象外建築物 

次のいずれかに該当する建築物は、直結給水の対象としない。 

① 工事用、仮設等臨時給水を行うもの 

② 病院等継続した給水が必要で断水を容易にできないもの 

③ 薬品、毒物、劇薬その他の危険な化学物質を取扱い、製造・加工、又は貯蔵等を

する工場、事務所又は研究所等 

④  災害時の避難場所に指定された建築物 

⑤  上に掲げるもののほか、直結給水するのが不適当と管理者が認めた建物 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

６－４ 事前協議 

１．三階建て以上の建築物に直結給水するための給水装置工事を申し込む者は、この基

準に定める事項について事前調査及び現地調査を十分に行い、次に掲げる給水装置

の設計に必要な図面、その他の書類を提出して、事前に管理者と協議をし、その承

認を受けなければならない。 

① 直結給水方式設計協議申込書（様式第１号） 

② 位置図 
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③ 付近配管図 

④ 給水装置設計図（各階平面図・詳細図・系統図・立体図） 

⑤ 水理計算書 

⑥ 承認図（増圧装置、減圧式逆止弁） 

⑦ 前各号に掲げるもののほか、管理者が指示する書類 

  

２．既存の貯水槽を撤去して新たに直結給水するために給水装置を設置しようとする場

合、１．に定める事前調査及び現地調査は「受水槽式給水設備の給水装置への切替え

に関する留意事項」（平成１７年９月５日健水発第 0905002 号厚生労働省健康局水道課

長通知）に準じて行い、既設給水設備調査報告書（様式第２号）を提出すること。 

既設給水管が給水量を満足する場合であっても、給水管の老朽化等に起因する、出

水不良や鉄錆の発生等がある場合には給水管を新設すること。 

また、既設建物の場合でも通常の竣工検査が必要となるが、使用材料や給水用具の

確認については、既に入居済みであることなど各戸への立ち入り検査が難しいことか

ら、申込者等の確認により検査を一部省略できるものとする。 

なお、使用材料等が水道法施行令第５条に適合していることの確認は、所有者等及

び主任技術者の責任において行うものとする。 

 

 ３．管理者は、１．に基づいて協議した結果を直結（直圧・増圧）設計協議結果通知書

（様式第 3号）により通知するものとする。 

＜直結増圧給水方式協議フローチャート＞ 

「設計協議申込書」（様式第１号） 

添付書類：位置図（付近見取図） 

給水装置設計書（各階平面図、詳細図、系統図、立体図） 

水理計算書。 

承認図（増圧装置、減圧式逆止弁） 

３階建て以上の建築物における直結給水に関する誓約書。（様式第４号） 

既設建物の場合は、「既設給水設備調査報告書」（様式第２号） 

その他、環境水道部が求めた資料の提出。 

   ↓  

直結（直圧・増圧）設計協議結果通知書（様式第３号）の受け取り。 

          ↓ 

申込者は設計協議の結果、直結（直圧・増圧）給水が可能となった場合、設計協議

結果通知書の写しを添付し、環境水道部に給水装置工事の申込を行う。この際、給

水装置管理人届（新規・変更）（様式第５号）についても提出すること。 
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６－５ 量水器の設置基準 

１．三階建て以上に直結給水する給水装置における管理者が貸与する量水器は、給水装

置ごとに１個とする。 

２．１．の規定に関わらず、直結直圧給水の場合で市長が別に定める基準を満たすもの

は各戸ごとに量水器を貸与することができる。 

３．貸与する量水器の口径は、φ２０㎜、φ２５㎜、φ４０㎜、φ５０㎜とする。 

 

６－６ 分岐可能な配水管口径 

１．分岐可能な配水管口径は、次の表によるものとする。この基準を満たさない場合は、

貯水槽方式とする。 

 

２．１．の規定に関わらず、次に掲げる条件をすべて満たすものはφ50 ㎜で管網を形成

していなくても分岐可能とすることができる。 

① 個人専用１戸建住宅及びこれに準じるもので、直結直圧給水するもの 

② 量水器の口径がφ２０㎜であること 

③ 給水栓高がＧＬ7.5ｍ以下であること 

④ 給水栓数が家屋内８栓までであり、且つ三階部における給水栓は２栓までで必要

水圧が 0.03ＭＰa 以下で作動する器具であること 

⑤ 三階部への給水主管は単独配管とし、専用の止水器具を設け、量水器下流直近で

第一分岐にて分岐するものであること 

⑥ 給水主管に逆流防止措置を施すこと 

３．水圧不足を補うために給水主管としてφ７５㎜を使用する場合の分岐可能な配水管

の口径は、φ150 ㎜～φ350 ㎜とする。 

 

６－７ 設計基準 

１．給水管の口径は、管内流速を 2.0ｍ/s 以下を基本として、設計水圧において計画使用

水量を十分に供給できるもので、給水用具の立ち上がり高さと計画使用水量に対する

総損失水頭を加えたものが設計水圧の水頭以下となるよう、計算によって定めなけれ

ばならない。ただし、将来の使用水量の増加、配水管の水圧変動等を考慮して、最低

作動水圧を必要とする給水用具がある場合は、給水用具の取付部において 3～5ｍ程度

の水頭を確保し、また先止め式瞬間湯沸器で給湯管路が長い場合は、給湯水栓やシャ

ワーなどにおいて所要水量を確保できるように余裕水頭を確保しなければならない。 

給水管口径（㎜） 分岐可能配水管口径（㎜） 備  考 

φ２５ φ50～φ350 φ50㎜は管網形成が条件 

φ４０ φ75～φ350 φ75㎜は管網形成が条件 

φ５０ φ100～φ350  
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２．直結給水に係る設計の際の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 

① 給水装置の設計に用いる水圧は、0.20ＭＰa とする 

② 設計に使用する計画水量（瞬間最大給水量）は、次に掲げるものを基本とする 

（ア）専用住宅の場合は、同時使用率を考慮した給水器具数と種類別吐水量を考慮し決

定する 

（イ）ファミリータイプの共同住宅の場合は、「戸数から同時使用水量を予測する算定

式を用いる方法（ＢＬ基準）」による。但し、１戸のときは、36ℓ／min 以上とする。 

 １戸              Ｑ＝36 以上 

 ２戸以上 10 戸未満       Ｑ＝42Ｎ0.33 

 10 戸以上 600 戸未満      Ｑ＝19Ｎ0.67 

 但し、Ｑ：同時使用水量（ℓ／min） 

             Ｎ：戸数 

（ウ）ワンルーム及び１ＤＫタイプの共同住宅の場合は、「居住人数から同時使用水量

を予測する算定式を用いる方法」による。但し、１戸あたりの居住人数は、２人と

する。 

 １～ 30（人）    Ｑ＝26Ｐ 0.36 

 31～200（人）    Ｑ＝13Ｐ 0.56 

                                 但し、Ｑ：同時使用水量（ℓ／min） 

                       Ｐ：人数（人） 

（エ）専用住宅、共同住宅以外の場合は、給水用具負荷単位による方法とする。 

３．給水管の摩擦損失水頭の計算は、口径φ50 ㎜以下の場合はウエストン（Ｗeston）公

式により、口径φ75 ㎜以上の管についてはヘーゼン・ウイリアムス（Ｈazen・Ｗilliams）

公式によるものとする。 

 

（瞬時最大給水量の上限について） 

 

配水管への影響やウォーターハンマー等の配慮、また「給水管内の流速は過大にならな

いよう配慮すること（空気調和・衛生工学会便覧）」などから管内最大流速を２.０m／sec

までとし、瞬時最大給水量を算出することとする。 

          

                     Ｑ＝流量（㎥／sec）：Ｄ＝管の口径（ｍ） 

               Ｖ＝管の平均流速（ｍ／sec） 

 

                      

上記より算出した結果、門真市での口径別の瞬時最大給水量は下記のとおりとなる。 

 



49 

引込管口径（㎜） 瞬時最大給水量（ℓ／min） 

２５   ５９．０ 

４０ １５１．０ 

５０ ２３５．５ 

 

６－８ 構造及び材質の基準等 

１．直結給水に係る構造及び材質の基準は、水道法施行令（昭和 32 年政令第 336 号）第

５条に定める給水装置の構造及び材質の基準を満たしているとともに、次に掲げると

おりとする。 

① 逆流防止器を維持管理上適切な位置に設置すること。 

② 量水器一次側及び給水主管からの主要な分岐部等に止水器具を維持管理上適切な

位置に設置すること。 

③ 消火設備は、原則的に給水装置と直接連結してはならない。 

 

２．特に直結増圧式については、次に掲げることに留意すること。 

① 直結増圧給水するために設置する増圧装置に関する基準は、次に掲げるとおりと

する。 

（ア）増圧装置は、日本水道協会規格「水道用直結加圧形ポンプユニット（JWWA 

B130）」の基準を満たすこと。 

（イ）増圧装置のユニット口径はφ20 ㎜、φ25mm、φ40mm、φ50 ㎜とする。 

（ウ）増圧装置の設置場所は、原則として１階部分とし専用の基盤の上に水平に設置

し、浸水のおそれがなく、定期点検等維持管理が容易にできる場所に設置するこ

と。地階部となる場合は地下１階までとし、給水管を一度地上に立ち上げて空気

弁等を設置すること。 

（エ）増圧装置の自動停止圧力設定値は次のとおりとする。 

PT ＝ P0 －（P1 + P2 + 0.05MPa） 

ただし、PT：増圧装置停止圧力（0.01MPa 単位で設定） 

P0：設計水圧 

P1：配水管と増圧装置との高低差による圧力損失 

P2：減圧式逆流防止器一次側の給水管および器具の圧力損失（減圧式

逆流防止器を増圧装置の二次側に設置する場合は、増圧装置一次側） 

（オ）増圧装置の自動復帰圧力設定は、PT+0.03MPa とする。 

（カ）増圧装置の吐出し圧力は次のとおりとする。 

PP ＝ P4 ＋ P5 ＋P6 ≦ 0.75MPa 

ただし、PP：増圧装置の吐出圧力設定値 

       P4：増圧装置二次側の給水管および給水用具の圧力損失 
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       P5：末端最高位の給水用具を使用するための必要最小動水圧 

       P6：増圧装置と末端最高位の給水用具との高低差 

② 直結増圧式の給水装置に設置する逆流防止装置は、「バルブ+ストレーナー＋減圧

式逆流防止器＋バルブ」とし、減圧式逆流防止器に関する基準は、次に掲げるとお

りとする。 

（ア）減圧式逆流防止器は、日本水道協会規格「水道用減圧式逆流防止器（JWWA 

B134）」の基準を満たすこと。 

（イ）減圧式逆流防止器の設置位置は、次の計算を行い求めるものとする。（原則的に

は減圧式逆流防止器は増圧装置一時側に設置するものとする。取替時に断水す

ることが容易でない建築物については、バイパス管を設置するものとする。） 

P0 －（P1+P2＋PX）＞0 の場合：減圧式逆流防止器を増圧装置の一次側に設置 

P0 －（P1+P2＋PX）≦0 の場合：減圧式逆流防止器を増圧装置の二次側に設置 

   ただし、P0：設計水圧 

       P1：配水管と増圧装置との高低差による圧力損失 

       P2：減圧式逆流防止器一次側の給水管及び給水用具の圧力損失 

       PX：減圧式逆流防止器の圧力損失 

（ウ）減圧式逆流防止器は、浸水のおそれがなく、定期点検等の保守作業に支障のな

い場所に、排水が目視できるように設置するものとする。 

（エ）減圧式逆流防止器からの排水について、吐出口空間を設ける等適切な処理を施

すこと。 

③ 非常用給水栓を減圧式逆流防止器の一次側直近に設けること。ただし、減圧式逆

流防止器を増圧装置の二次側に設置するときは、増圧装置の一次側直近とする。 

④ 下層部等水圧が高くなる場合は、減圧弁を設置すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



51 

(直結増圧式の動水勾配線図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ０：設計水圧（配水管水圧） 

Ｐ１：配水管と増圧装置との高低差 

Ｐ２：減圧式逆流防止器一次側の給水管および器具の圧力損失（減圧式逆流防止器を

増圧装置の二次側に設置する場合は、増圧装置一次側） 

Ｐ３：減圧式逆流防止器及び増圧装置の圧力損失 

Ｐ４：増圧装置二次側の給水管および給水用具の圧力損失 

Ｐ５：末端最高位の給水用具を使用するための必要最小動水圧（通常０．０５㎫程度） 

Ｐ６：増圧装置と末端最高位の給水用具との高低差 

ＰＰ：吐出圧力設定値（ＰＰ＝Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ６） 
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（非常用給水栓設置基準） 

 

設 置 目 的：非常用給水栓については、直結給水用増圧装置などの故障等があった場合

には、通常は増圧装置等の所有者又は管理責任者等にて修繕を行うことと

なっているが、修繕や点検等が完了するまでの間は断水となる可能性もあ

るので、最低限の水道水を供給できるよう非常用給水栓を設置すること。 

基準配管例：下記モデル配管図を参照のうえ施工すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

留 意 事 項：① 非常用給水栓の設置数については、原則として一栓のみとする。 

② メーター二次側バルブから減圧式逆流防止器またはメーターから二

次側に非常用給水栓として単独で設置すること。なお、非常用給水栓の

分岐箇所には必ずゲートバルブ等を設置し、常時閉とすること。 

         ③ 非常用給水栓は、非常用扱いであるため加入金については徴収しない。

よって非常用給水栓であることを明記し、常時使用することのないよう

一次バルブを常時閉とするとともに周知徹底を図ること。 
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３．特に共同住宅等については、次に掲げることに留意すること。 

① 給水主管には、青銅製仕切弁を宅地内に道路境界から１ｍ以内程度にＢＯＸとと     

もに維持管理上適切な位置に設置すること。 

② 給水主管から各縦管への分岐箇所にバルブを設置すること。 

③ 各戸への分岐管には、止水栓、逆止弁を設置すること。 

④ 給水縦管最上部に吸排気弁とその一次側に補修弁として止水器具を設置すること。 

⑤ 吸排気弁は給水縦管の口径により適切な口径を選択し、適切な支持固定を行い、

必ず吐水口空間を設け排水設備に放流できるように、容易に手の届くメンテナンス可

能な場所に設置すること。 

 

６－９ 竣工検査 

１．直結増圧式における竣工検査項目には、次の項目を追加する。使用する材料の構造・

材質が水道法施行令第５条に適合しているか否かの確認については、全ての竣工検査

に不可欠である。 

よって、直結増圧式給水の竣工検査で、特に留意しなければならない２点１及び２

のみを記載するものである。 

① 増圧装置・減圧式逆流防止器・非常用給水栓等、基準に準拠していることの確認 

② 警報装置・緊急連絡先標示板の指定設置場所への掲示や維持管理体制などの確認 

 

２．図面等作成上の留意点 

次の図面等を作成すること。 

①位 置 図（付近見取図） 

②各階・各戸平面図 

③詳 細 図 

④系 統 図 

⑤立 体 図 

⑥水 理 計 算 書 

⑦承 認 図（増圧装置、減圧式逆止弁） 

 

【解説】給水配管の圧力損失の計算を、容易・確実に水量計算を行う必要から系統図及

び立体図を作成するものである。 
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３．図面記号 

図面作成にあたっては、次の図面記号及び図面標記を使用すること。 

① 設計・竣工の使用図面記入記号 

名    称 記    号 備    考 

直結給水用増圧装置 

 

ＢＰ 

減圧式逆流防止器 

（逆流防止装置） 

 
ＲＶ 

減圧弁 

 

ＤＶ 

吸排気弁 
 

ＡＶ 

 

② 増圧装置の図面標記 

提出図面の右下の位置に、次の項目を記載すること。 

（ア）吐出水量        （イ）電動機出力    （ウ）吐出圧力設定値 

（エ）増圧装置停止圧力設定値 （オ）増圧装置メーカー名 

（カ）減圧式逆流防止器メーカー名（逆流防止装置） 

 

６－１０ 維持管理等 

１．維持管理については、「直結給水に関する誓約書」（様式第４号）の内容に基づき、

給水装置の所有者が適正に行うと。特に留意すべき内容は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

① 漏水等の修理及び事故の処理については、所有者及び使用者の責任において迅速

に行うと。 

⓶ 軽微な変更を除く給水装置の変更を行う場合は、管理者が指定する給水装置工事

事業者に依頼し、環境水道部の承認を事前に受けた上で施工すること。 

③ 配水管工事及び量水器の取替え等で断水作業を伴う場合、その作業が円滑に行え

るよう協力すること。賃借人がいる場合にはそのことを賃借人に周知すること。 

④ 配管管理図等必要な事項を明記した書類を管理人室等に常備するよう努めること。 

⑤ 給水用具の取扱説明書に記載されている事項を遵守し、必要に応じて製造者や給

水装置工事事業者と定期的なメンテナンス契約を行うよう努めること。 

⑥ 所有者は、当該建築物を譲渡、賃貸する場合、この基準に定められた内容を遵守

するよう譲受人、賃借人に周知すること。 
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２．直結増圧給水の場合における、維持管理にについて特に留意すべきないようは、上

に掲げるもののほか次に掲げるとおりとする。 

① 増圧装置及び減圧式逆流防止器は、年１回以上の保守点検を行うこと。 

② 増圧装置には警報装置を必ず設置すること。 

③ 「給水装置管理人届」（様式第５号）に記載した管理責任者等の緊急連絡先を誰も

が確認できる場所に設置し、使用者等に周知徹底を図ること。 
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６－１１ 計算例２（直結増圧） 

１．「共同住宅における瞬時最大給水量早見表」 

 

①ファミリータイプ 

 

算 出 方 法 

 

１戸           Ｑ ＝３６以上 

２戸以上１０戸未満    Ｑ ＝４２Ｎ0.33 

１０戸以上６００戸未満    Ｑ ＝１９Ｎ0.67 

ただし、Ｑ：同時使用水量（ℓ／min） 

Ｎ：戸数 

 

 

戸数 瞬時最大給水量 戸数 瞬時最大給水量 戸数 瞬時最大給水量 

１  ３６.００ １８ １３１.７６ ３５ ２０５.７２ 

２  ５２.７９ １９ １３６.６２ ３６ ２０９.６４ 

３  ６０.３５ ２０ １４１.４０ ３７ ２１３.５３ 

４  ６６.３６ ２１ １４６.１０ ３８ ２１７.３７ 

５  ７１.４３ ２２ １５０.７２ ３９ ２２１.１９ 

６  ７５.８６ ２３ １５５.２８ ４０ ２２４.９７ 

７  ７９.８２ ２４ １５９.７７ ４１ ２２８.７３ 

８  ８３.４２ ２５ １６４.２０ ４２ ２３２.４５ 

９  ８６.７３ ２６ １６８.５７ ４３ ２３６.１４ 

１０  ８９.７９ ２７ １７２.８９   

１１  ９４.７３ ２８ １７７.１５   

１２ １００.４２ ２９ １８１.３７   

１３ １０５.９５ ３０ １８５.５３   

１４ １１１.３４ ３１ １８９.６６   

１５ １１６.６１ ３２ １９３.７３   

１６ １２１.７６ ３３ １９７.７７   

１７ １２６.８１ ３４ ２０１.７６   
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②ワンルームタイプ 

 

算 出 方 法 

１～３０（人）   Ｑ ＝２６Ｐ 0.36 

３１～２００（人） Ｑ ＝１３Ｐ 0.56 

 ただし、Ｑ：同時使用水量（ℓ／min） 

Ｐ：人数（人） ※2 人/戸 

 

戸数 瞬時最大給水量 戸数 瞬時最大給水量 戸数 瞬時最大給水量 

１  ３６.００ ４１ １５３.３５ ８１ ２２４.５３ 
２  ４２.８３ ４２ １５５.４３ ８２ ２２６.０８ 

３  ４９.５６ ４３ １５７.４９ ８３ ２２７.６２ 

４  ５４.９６ ４４ １５９.５３ ８４ ２２９.１５ 

５  ５９.５６ ４５ １６１.５５ ８５ ２３０.６７ 

６  ６３.６０ ４６ １６３.５６ ８６ ２３２.１９ 

７  ６７.２３ ４７ １６５.５４ ８７ ２３３.７０ 

８  ７０.５４ ４８ １６７.５０ ８８ ２３５.２０ 

９  ７３.６０ ４９ １６９.４５ ８９ ２３６.６９ 

１０  ７６.４４ ５０ １７１.３７ ９０ ２３８.１７ 

１１  ７９.１１ ５１ １７３.２８   

１２  ８１.６３ ５２ １７５.１８   

１３  ８４.０２ ５３ １７７.０６   
１４  ８６.２９ ５４ １７８.９２   

１５  ８８.４６ ５５ １８０.７７   

１６  ９０.５４ ５６ １８２.６０   

１７  ９３.６６ ５７ １８４.４２   

１８  ９６.７１ ５８ １８６.２３   

１９  ９９.６８ ５９ １８８.０２   

２０ １０２.５９ ６０ １８９.８０   

２１ １０５.４３ ６１ １９１.５６   

２２ １０８.２１ ６２ １９３.３１   

２３ １１０.９４ ６３ １９５.０５   

２４ １１３.６２ ６４ １９６.７８   

２５ １１６.２４ ６５ １９８.５０   

２６ １１８.８２ ６６ ２００.２０   

２７ １２１.３６ ６７ ２０１.８９   

２８ １２３.８６ ６８ ２０３.５８   

２９ １２６.３２ ６９ ２０５.２５   

３０ １２８.７４ ７０ ２０６.９１   

３１ １３１.１２ ７１ ２０８.５６   

３２ １３３.４８ ７２ ２１０.２０   

３３ １３５.８０ ７３ ２１１.８３   

３４ １３８.０９ ７４ ２１３.４５   

３５ １４０.３５ ７５ ２１５.０６   

３６ １４２.５８ ７６ ２１６.６６   

３７ １４４.７８ ７７ ２１８.２５   
３８ １４６.９６ ７８ ２１９.８３   

３９ １４９.１１ ７９ ２２１.４１   

４０ １５１.２４ ８０ ２２２.９７   
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２．水 理 計 算 書 モ デ ル 

 

 

水 理 計 算 例 － １ 

 

共同住宅 

 

「条件」 

設計水圧０.２０㎫の地域内にある２ＤＫ－２４戸のマンション（ファミリータイプ）

とする。 

 

①瞬時最大給水量の算出 

 

・瞬時最大給水量は、下記の「優良住宅部品認定基準（ＢＬ基準）による計算式」に

より算出する。 

 

・１戸            Q＝３６以上 

・２戸以上１０戸未満     Q＝４２N0.33 

・１０戸以上６００戸未満   Q＝１９N0.67 

     ただし、Q：同時使用水量（ℓ/min） 

         N：戸数 

 

※末端部（１戸）では、「給水用具の種類別吐水量×同時使用率」により、各々の場所

における瞬時最大給水量を出し損失水頭の計算を行うこと。 

 

◎ 計算例 

 

全体の瞬時最大給水量は、 

     Ｑ ＝ １９ × ２４0.67 ≒ １６０ ℓ／min となる。 

 

③ 使用メーターの瞬時最大給水量 

本市では、メーター口径５０㎜の瞬時最大給水量は２３５.５ℓ／min であるので、

１６０ℓ／min≦２３５.５ℓ／min となるので、適応条件内である。 
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③減圧式逆流防止器の設置位置の決定 

区 

間 

流量 

ℓ／min 

仮定 

管径 

動水 

勾配 

損 失 水 頭 

（摩擦・器具）×1.1 

立上 

高さ 

区間 

水頭 
所 要 水 頭 

⑪ 

⑫ 
１６０ ５０ ４４ 

０．０４４×３.５=０.１６ 

０．１６×１．１=０．１８ 
０.５ ０.６８ 

０.６８＋１.４5 

＋０.０2＝ 

２.１5 

⑪点 

２.１5 

メーター １.４5 

0.044×30.０×1.1=1.45 
０.０ １.４5 

バルブ  ０.02 

0.044×0.4×1.1=0.019 
０.０ ０.０2 

⑫ 

⑬ 
１６０ ５０ ４４ 

０．０４４×４.０=０.１８ 

０．１８×１．１=０．２０ 
１.０ １.２０ 

２.１5＋１.２０ 

＋０.０２＋０．０

７＝３.４4 

⑫点 

３.４4 

バルブ  ０.０2 

0.044×0.4×1.1=0.019 
０.０ ０.０2 

サドル  ０.０7 

0.044×1.5×1.1=0.072 
０.０ ０.０７ 

Ｐ０－（Ｐ１＋Ｐ２＋ＰＸ）＝２０.４ｍ（設計水圧）－（３.４４ｍ＋８.００ｍ） 

＝８．９６ｍ≒０.０９㎫＞０ 

よって、減圧式逆流防止器は増圧装置一次側に設置すること。 

④増圧装置の停止圧力設定値及び復帰圧力設定値の決定 

ＰＴ＝２０.４ｍ（設計水圧）－（３.４４ｍ＋５ｍ） 

＝１１.９６ｍ≒０.１２㎫ 

よって、停止圧力設定値ＰＴは０.１２㎫とする。 

        復帰圧力設定値＝０．１２㎫＋０．０３㎫＝０．１５㎫ 

 

増圧装置の停止圧力設定値及び復帰圧力設定値は、下記の計算で行うこと。 

 

 

 

ＰＴ ＝ Ｐ０ －（ Ｐ１ ＋ Ｐ２ ＋ ０.０５㎫） 

ただし、ＰＴ ≧ ０.０１㎫ 

ＰＴ：増圧装置停止圧力設定値（㎫） 

・・・・（０.０１㎫）単位で設定 

Ｐ０：設計水圧（㎫） 

Ｐ１：配水管と増圧装置との高低差（㎫） 

Ｐ２：減圧式逆流防止器一次側の給水管及び給水用具の圧力損失（㎫） 

復帰圧力設定値＝ＰＴ＋０．０３（㎫） 
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※水理計算の際、エルボ・ソケット等による損失は、損失水頭に１０％を算入する。 

（通常全換算長×１．１） 

※減圧式逆流防止器を二次側に設置する場合は「増圧装置」と読み替える。 

（注）なお、増圧装置一次側の圧力が回復して増圧装置が自動復帰する際には、インチ

ング運転の発生が極力防止できるよう考慮すること。 

⑤吐出圧力設定値の算出 

（１フロアー当たりの給水器具数） 

器 具 名 器 具 数 器具単位 単位数計 口 径 流量(ℓ/min) 同時使用 

大便器ＦＴ ４ ３ １２ １３ １２ 同時使用 

洗 面 器 ４ １  ４ １３ １２ 〃 

浴   槽 ４ ２  ８ １３ ２０  

料理場流し ４ ２  ８ １３ １２ 同時使用 

計   ２４    

 

（吐出圧力設定値計算） 

区 

間 

流量 

ℓ／min 

仮定 

管径 

動水 

勾配 

損 失 水 頭 

（摩擦・器具）×1.1 

立上 

高さ 

区間 

水頭 
所 要 水 頭 

B 

① 
 １２ １３ ２２８ 

0.23×(1.80＋3.0水

栓)=1.10×1.1=1.21 
０．８ ２．０１ ２．０１ 

①点 

２．０１ C 

① 
 １２ １３ ２２８ 

0.23×(1.00＋3.0水

栓)=0.92×1.1=1.01 
０．５ １．５１ １．５１ 

① 

③ 
 ２４ ２０  ８０ 

0.08×2.00=0.16×1.1 

=0.18 
０.０ ０．１８ 

2.01＋0.18 

＝２．１９ ③点 

３．４１ Ｄ 

③ 
 １２ １３ ２３０ 

0.23×(6.5＋3.0水

栓)=2.19×1.1=2.41 
１.０ ３.４１ ３.４１ 

③ 

④ 
 ３６ ２０ ３２０ 

0.32×2.0=0.64×

1.1=0.71 
０.０ ０.７１ 

3.41＋0.71＋ 

3.87＋1.94 

＝9.93 

④点 

９．９３ 

メーター  ３.８7 

0.32×11.0×1.1=3.872 
０.０ ３.８7 

止水栓（甲） １．９４ 

0.22×8.00×1.1=1.936 
０.０ １.９４ 

④ 

⑤ 
 ５３ ５０   ７ 

0.007× 3.5=0.03×

1.1=0.04 
３.５ ３.５４ 

9.93＋3.54 

＝１３．４７ 

⑤点 

１３．４７ 
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⑤ 

⑥ 
 ６７ ５０  １０ 

0.01×3.5=0.04×1.1 

=0.05 
３.５ ３.５５ 

13.47＋3.55 

＝１７．０２ 

⑥点 

１７．０２ 

⑥ 

⑦ 
 ７６ ５０  １２ 

0.012× 3.5=0.05×

1.1=0.06 
３.５ ３.５６ 

17.02＋3.56 

＝２０．５８ 

⑦点 

２０．５８ 

⑦ 

⑧ 
 ８４ ５０  １４ 

0.014× 3.5=0.05×

1.1=0.06 
３.５ ３.５６ 

20.58＋3.56 

＝２４．１４ 

⑧点 

２４．１４ 

⑧ 

⑨ 
 ８９ ５０  １７ 

0.017× 3.5=0.06×

1.1=0.07 
３.５ ３.５７ 

24.14＋3.57 

＝２７．７１ 

⑨点 

２７．７１ 

 

⑨ 

⑩ 
１０１ ５０  ２０ 

0.02×11.0=0.22×

1.1=0.25 
１.０ １.２５ 

27.71＋1.25 

＝２８.９６ 

⑩点 

２８．９６ 

⑩ 

⑪ 
１６０ ５０  ４４ 

0.044× 7.0=0.31×

1.1=0.35 
０.０ ０.３５ 

28.96＋0.3 

＝２９．２６ 

⑪点 

２９．２６ 

※上記算出表より、所要水頭は、２９．２６ｍ＋５．００ｍ＝３４．２６ｍであるため吐出圧力設定値は、０.

３4.26 ㎫に設定することになる。 

 

増圧装置吐出圧力設定値 

（ＰＰ＝Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ６） 

ＰＰ：吐出圧力（㎫）・・・０.０１㎫単位で設定 

Ｐ４：増圧装置二次側の給水管及び給水用具の圧力損失（㎫） 

Ｐ５：末端最高位の器具を使用するための必要最小動水圧（0.05 ㎫以上） 

Ｐ６：増圧装置と末端最高位の給水用具との高低差（㎫） 

※水理計算の際、エルボ・ソケット等による損失は、損失水頭に１０％を算入する。 

（通常全換算長×１．１） 
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⑥提出添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BP 

BP 
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⑦立体図（アイソメ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BP 
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水 理 計 算 例 － ２ 

 

共同住宅以外の建物 

 

「条件」 

設計水圧０.２０㎫の地域内にある有効面積１,２００㎡の事務所（事業用）ビル、メー

ター口径５０㎜とし、小便器：５栓、大便器：１０栓、洗面器：５栓、洗濯用流し：５

栓、調理場流し：５栓とする。 

 

 

①瞬時最大給水量の算出 

 

「給水用具給水負荷単位による方法」により算出する。 

 

◎ 計算例 

器 具 名 器 具 数 器具単位数 計 

小便器ＦＴ  ５  ３  １５ 

大便器ＦＴ １０  ５  ５０ 

洗 面 器  ５  ２  １０ 

洗濯用流し  ５  ３  １５ 

調理場流し  ５  ５  ２５ 

計   １１５ 

 

「給水用具給水負荷単位による同時使用水量図」（空気調和・衛生工学便覧）より、器

具単位数の合計から瞬時最大給水量Ｑを算出するとＱ＝１９８（ℓ／min）となる。 

 

②使用メーターの瞬時最大給水量 

本市では、メーター口径５０㎜の瞬時最大給水量は２３６.０ℓ／min であるので、

１９８ℓ／min≦２３６.０ℓ／min となるので、適応条件内である。 

③減圧式逆流防止器の設置位置の決定 

原則に従い、減圧式逆流防止器を増圧装置一次側に設置するものとし計算をするもの

である。 
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区 

間 

流量 

ℓ／min 

仮定 

管径 

動水 

勾配 

損 失 水 頭 

（摩擦・器具） 

立上 

高さ 

区間 

水頭 
所 要 水 頭 

⑨ 

⑩ 
１９８ ５０ ６３ 

０．０６３×４.０＝０.

２６×1.1=０．２９ 
０.５ ０.７９ 

０.７９＋２.０８ 

＋０.０3＝ 

２.９0 

⑪点 

２.９0 

メーター ２.０８ 

0.063×30.0×1.1=2.079 
０.０ ２.０８ 

バルブ  ０.０3 

0.063×0.4×1.1=0.027 
０.０ ０.０3 

⑩ 

⑪ 
１９８ ５０ ６３ 

０．０６３×７.３＝０.

４６×1.1=０．５１ 
０.８ １.３１ 

２.９0＋１.３１ 

＋０.０3＋0.10＝ 

４.34 

⑫点 

４.34 

バルブ  ０.０3 

0.063×0.4×1.1=0.027 
０.０ ０.０3 

サドル  ０.10 

0.063×1.5×1.1=0.103 
０.０ ０.10 

上記の表より、１９８ℓ／min の瞬時最大給水量が流れた場合の減圧式逆流防止器一次

側の摩擦・器具・高低差による損失水頭の和（Ｐ１とＰ２の和）は４.３４ｍとなり、減

圧式逆流防止器による圧力損失は、本計算例の条件下（メーカー算出値）８.００ｍであ

るので、 

Ｐ０－（Ｐ１＋Ｐ２＋ＰＸ）＝２０.４ｍ（設計水圧）－（４.３４ｍ＋８.００ｍ） 

＝８.０６ｍ≒０.０８㎫＞０ 

よって、減圧式逆流防止器は増圧装置一次側に設置すること。 

 

Ｐ０ －（ Ｐ１ ＋ Ｐ２ ＋ ＰＸ ）＞ ０ の場合 

減圧式逆流防止器を増圧装置一次側に設置する 

Ｐ０ －（ Ｐ１ ＋ Ｐ２ ＋ ＰＸ ）≦ ０ の場合 

減圧式逆流防止器を増圧装置二次側に設置する 

Ｐ０：設計水圧（㎫） 

Ｐ１：配水管と増圧装置との高低差（㎫） 

Ｐ２：減圧式逆流防止器一次側の給水管及び給水用具の圧力損失（㎫） 

ＰＸ：減圧式逆流防止器の圧力損失（㎫） 

※水理計算の際、エルボ・ソケット等による損失は、損失水頭に１０％を算入する。 

（通常全換算長×１．１） 

④増圧装置の停止圧力設定値及び復帰圧力設定値の決定 

ＰＴ＝２０.４ｍ（設計水圧）－（４.３４ｍ＋５ｍ） 

＝１１.０６≒０.１１㎫ 

よって、停止圧力設定値ＰＴは０.１１㎫とする。 
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復帰圧力設定値＝０．１１㎫＋０．０３㎫＝０．１４㎫ 

 

増圧装置の停止圧力設定値及び復帰圧力設定値は、次の計算で行うこと。 

 

ＰＴ ＝ Ｐ０ －（ Ｐ１ ＋ Ｐ２ ＋ ０.０５㎫） 

ただし、ＰＴ ≧ ０.０１㎫ 

ＰＴ：増圧装置停止圧力設定値（㎫） 

・・・・（０.０１㎫）単位で設定 

Ｐ０：設計水圧（㎫） 

Ｐ１：配水管と増圧装置との高低差（㎫） 

Ｐ２：減圧式逆流防止器一次側の給水管及び給水用具の圧力損失（㎫） 

復帰圧力設定値＝ＰＴ＋０．０３㎫ 

 

※水理計算の際、エルボ・ソケット等による損失は、損失水頭に１０％を算入する。 

（通常全換算長×１．１） 

※ 減圧式逆流防止器を二次側に設置する場合は「増圧装置」と読み替える。 

 

（注）なお、増圧装置一次側の圧力が回復して増圧装置が自動復帰する際には、インチ

ング運転の発生が極力防止できるよう考慮すること。 

 

⑤吐出圧力設定値の算出 

（１フロアー当たりの給水器具数） 

器 具 名 器 具 数 器具単位 単位数計 口 径 流量(ℓ/min) 同時使用 

小便器ＦＴ  １  ３  ３ １３ １２ 同時使用 

大便器ＦＴ  ２  ５ １０ １３ ２０ 同時使用 

洗 面 器  １  ２  ２ １３ １２  

洗濯用流し  １  ３  ３ １３ １２  

調理場流し  １  ５  ５ １３ １２ 同時使用 

計   ２３    

 

 

 

 

 



67 

（吐出圧力設定値計算） 

区 

間 

流量 

ℓ／min 

仮定 

管径 

動水 

勾配 

損 失 水 頭 

（摩擦・器具） 

立上 

高さ 

区間 

水頭 
所 要 水 頭 

Ａ 

① 
 ２０ １３ ５６０ 

0.56×(4.0＋8.0 ﾎﾞｰﾙﾀ

ｯﾌﾟ)=6.72×1.1=7.40 
１.０ ８.４０ ８.４０ 

①点 

８.４０ Ｂ 

① 
 ２０ １３ ５６０ 

0.56×(1.5＋8.0 ﾎﾞｰﾙ

ﾀｯﾌﾟ)=5.32×1.1=5.86 
１.０ ６.８６ ６.８６ 

① 

② 
 ４０ ２０ ２７０ 

0.27× 1.0=0.27×

1.1=0.30 
０.０ ０.３０ 

8.40＋0.30 

＝８.７０ ②点 

８.７０ Ｃ 

② 
 １２ １３ ２３０ 

0.23×(4.3＋8.0 ﾎﾞｰﾙﾀ

ｯﾌﾟ)=2.83×1.1=3.12 
１.５ ４.６２ ４.６２ 

② 

③ 
 ３２ ２０ １８０ 

0.18× 1.5=0.27×

1.1=0.30 
０.０ ０.３０ 

8.70＋0.30 

＝９．００ ③点 

９．００ Ｄ 

③ 
 １２ １３ ２３０ 

0.23×(2.5＋3.0水

栓)=1.27×1.1=1.40 
１.０ ２.４０ ２.４０ 

③ 

④ 
 ４４ ２０ ３２０ 

0.32× 3.0=0.96×

1.1=1.06 
０.０ １．０６ 

9.00＋1.06＋ 

2.82＝１２．８８ 

④点 

１２．８８ 止水栓（甲） 2.816 

0.32×8.00×1.1=2.816 
０.０ ２．８２ 

④ 

⑤ 
 ４４ ５０   ５ 

0.005× 3.5=0.02×

1.1=0.03 
３.５ ３.５３ 

12.88＋3.53 

＝１６．４１ 

⑤点 

１６．４１ 

⑤ 

⑥ 
 ８８ ５０  １７ 

0.017× 3.5=0.06×

1.1=0.07 
３.５ ３.５7 

16.41＋3.57 

＝１９．９８ 

⑥点 

１９．９８ 

⑥ 

⑦ 
１３２ ５０  ３１ 

0.031× 3.5=0.11×

1.1=0.13 
３.５ ３.６３ 

19.98＋3.63 

＝２３．６１ 

⑦点 

２３．６１ 

⑦ 

⑧ 
１５８ ５０  ４３ 

0.043× 3.5=0.15×

1.1=0.17 
３.５ ３.６7 

23.61＋3.67 

＝２７．２８ 

⑧点 

２７．２８ 

⑧ 

⑨ 
１９８ ５０  ６３ 

0.063× 4.0=0.26×

1.1=0.29 
０.０ ０.２９ 

27.28＋0.29 

＝２７．５７ 

⑨点 

２７．５７ 

 

※上記算出表より、所要水頭２７．５７ｍ＋５．００ｍ＝３２．５７ｍであるため吐出圧力設定値は、 

０.３３㎫に設定することになる。 
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増圧装置吐出圧力設定値 

（ＰＰ＝Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ６） 

 

ＰＰ：吐出圧力（㎫）・・・０.０１㎫単位で設定 

Ｐ４：増圧装置二次側の給水管及び給水用具の圧力損失（㎫） 

Ｐ５：末端最高位の給水用具を使用するための必要最小動水圧（0.05 ㎫以上） 

Ｐ６：増圧装置と末端最高位の給水用具との高低差（㎫） 

※水理計算の際、エルボ・ソケット等による損失は、損失水頭に１０％を算入する。 

（通常全換算長×１．１） 

 

（注）計算上の結果、減圧式逆流防止器を増圧装置二次側に設置しなければならない場

合には、上記の吐出圧力設定値の算出において、区間⑧⑨で減圧式逆流防止器によ

る圧力損失を加算すること。 

 

⑥給水装置工事設計図 
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⑦立体図（アイソメ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BP 
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71 

６－１２ 計算例３（直圧３Ｆ） 

 

計算条件：設計水圧    ０．２０㎫（２０．４ｍ） 

給水栓数    ６栓 

給水する高さ  ７．０ｍ 

同時使用    ３栓 

Ａ 大便器「洗浄水槽」φ１３ １２ℓ／min 

Ｃ 台所流し     φ１３ １２ℓ／min 

Ｅ 浴槽「和式」    φ１３ ２０ℓ／min 合計４４ℓ／min 

仮定口径    ２５㎜ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  間 
流 量 
ℓ／min 

仮 定 
口 径 

動水勾配 
‰ 

延長ｍ又は 
給水用具類 

損失水頭 
ｍ 

立ち上げ 
高さ ｍ 

所要水頭 
ｍ 

給水栓Ａ １２ １３ ２３０ ３．０ ０．６９ ― ０．６９ 

Ａ～Ｇ間 １２ １３ ２３０ １．０ ０．２３ １．０ １．２３ 

Ｇ～Ｈ間 １２ ２５  １３ １．２ ０．０２ ― ０．０２ 

Ｈ～Ｋ間 １２ ２５  １３ ２．５ ０．０３ ２．５ ２．５３ 

Ａ～Ｋ間小計 ４．４７ｍ  
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区  間 
流 量 
ℓ／min 

仮 定 
口 径 

動水勾配 
‰ 

延長ｍ又は 
給水用具類 

損失水頭 
ｍ 

立ち上げ 
高さ ｍ 

所要水頭 
ｍ 

給水栓Ｃ １２ １３ ２３０ ３．０ ０．６９ ― ０．６９ 

Ｃ～Ｉ間 １２ １３ ２３０ １．０ ０．２３ １．０ １．２３ 

Ｉ～Ｋ間 １２ ２５  １３ ２．５ ０．０３ ― ０．０３ 

Ｃ～Ｋ間小計 １．９５ｍ  

Ａ～Ｋ間の所要水頭４．４７ｍ＞Ｃ～Ｋ間の所要水頭１．９５ｍ。よってＫ点での所

要水頭は、４．４７ｍとなる。 

 

Ｋ～Ｎ間 ２４ ２５ ４８ ２．５ ０．１２ ２．５ ２．６２ 

 

給水栓Ｅ ２０ １３ ６００ ３．０ １．８０ ― １．８０ 

Ｅ～Ｌ間 ２０ １３ ６００ １．５ ０．９０ １．５ ２．４０ 

Ｌ～Ｎ間 ２０ ２５  ３３ ４．０ ０．１３ ― ０．１３ 

Ｅ～Ｎ間小計 ４．３３ｍ 

Ｋ～Ｎ間の所要水頭４．４７ｍ＋２．６２ｍ＝７．０９ｍ＞Ｅ～Ｎ間の所要水頭４．３３

ｍ。よってＮ点での所要水頭は、７．０９ｍとなる。 

 

区  間 
流 量 
ℓ／min 

仮 定 
口 径 

動水勾配 
‰ 

延長ｍ又は 
給水用具類 

損失水頭 
ｍ 

立ち上げ 
高さ ｍ 

所要水頭 
ｍ 

Ｎ～Ｏ間 ４４ ２５ １２０  ９．２ １．１０ １．０ ２．１０ 

ﾒｰﾀｰ ４４ ２５ １２０ １５．０ １．８０ ― １．８０ 

止水栓（甲） ４４ ２５ １２０  １０．０ １．２０ ― １．２０ 

ｻﾄﾞﾙ付 
分水栓 

４４ ２５ １２０  ３．０ ０．３６ ― ０．３６ 

Ｎ～Ｏ間小計 ５．４６ｍ  

全所要水頭は、７．０９ｍ＋５．４６ｍ＝１２．５５ｍとなる。 

さらに１２．５５ｍにエルボ、ソケット等の損失として１０％を算入すると、１３．

８１ｍとなる。よって、１３．８１ｍ＝１．３８１kgf／㎠、１．３８１×０．０９８㎫

＝０．１３５㎫となり、０．１３５㎫＋０．０５㎫（余裕水頭）＝０．１８５㎫＜０．

２０㎫（設計水圧）であるので仮定どおりの口径で適当である。 
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７．内部配管モデル図 

新築物件に増圧装置を設置する場合 

 

① 引込み管口径（メーター口径）及び 

増圧装置口径は２５㎜、４０㎜、５０ 

㎜とする。 

② 二次側内部配管口径については、損 

失水頭の少ない配管とすること。 

③ メーターからバルブ二次側との間に 

非常用給水栓を必ず設置すること。 

④ 上層部への立ち上り箇所には、ゲー 

トバルブ及び逆止弁を設置すること。 

増圧装置の設置場所については、メ 

ンテナンス用のスペースを確保するこ 

と。 

⑤ 原則として、立ち上り管最上部には 

吸排気弁等を設置し、排水については 

下記詳細図を参照し、設置すること。 

⑥ 高置水槽式等で下層部の水圧が高く 

なる場合には、減圧弁等を設置するこ 

と。 
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既設物件を改造し、増圧装置を設置する場合 

 

①  協議申込時に、主任技術者の責任に 

おいて管種・口径等が適合しているか 

を確認し、既設給水設備調査報告書を 

提出すること。 

② ０．７５㎫の水圧をかけた施工写真 

   等を必ず添付すること。 

③ 配管口径については、原則として増 

   圧装置と同口径とする。 

  ④ 既設使用材料が防食加工をしていて 

も、鉄錆等の発生が考えられる場合に 

おいては、立ち上り管を新設すること。 

  ⑤ 既設立ち上り管を使用する際にも、 

原則として最上部に必ず吸排気弁を設 

置すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BP 
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1 階 

2 階 

3 階 

ﾒｰﾀｰ 

25mm 

2 階 

1 階 

3 階 

ﾒｰﾀｰ 

25mm 

 

ﾒｰﾀｰ 

20mm 

 

1 階 

2 階 

3 階 

ﾒｰﾀｰ 

ﾒｰﾀｰ ﾒｰﾀｰ 

ﾒｰﾀｰ 

配水管口径 100mm 

 

配水管 

 

新設給水管口径 75mm 

A 

A 

B 

A B C 

D E F 

G H I 

配水管 

 

ﾒｰﾀｰ 

ﾒｰﾀｰ 

A B 

D 

F 

C 

E 

ﾒｰﾀｰ 

①三階直結直圧式給水の配管例 

（ア）三階一戸建住宅         （イ）二世帯住宅等 

 

 

 

 

 

 

 

 

②三階建小規模集合住宅配管例 

  （ア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （イ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PS 

 

PS 

 

PS 
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７ 貯水槽水道 

 

    貯水槽水道とは、水道事業者から供給を受けた水道水を一旦受水槽に受けた後、

建物の利用者に飲み水として供給する施設の総称をいい、水道法において定期の清

掃や検査受検等の管理基準の遵守が設置者に義務付けられている「簡易専用水道（水

槽の有効容量が１０㎥を超えるもの）」と、水道法の規制を受けない有効容量１０㎥

以下の「小規模貯水槽水道」に分けられる。 

 

 

７－１ 貯水槽式給水 

 

貯水槽式給水は、配水管から一旦水槽に水を受け、この水槽から給水する方式である。

配水管の水圧は、受水槽以下には作用しない。 

 

１．貯水槽式給水適用範囲 

①需要者の必要とする水量、水圧が得られない場合。 

②災害時、事故等の断減水時にも、給水の確保が必要な場合。 

「病院（透析施設等）、学校、ホテル、百貨店等の公共施設及び避難施設等」 

③一時に多量の水を使用するとき、又は使用水量の変動が大きいときなどに、配水管の 

水圧低下を引き起こす恐れがある場合。 

④配水管の水圧変動にかかわらず、常時一定の水量・水圧を必要とする場合。 

⑤有毒薬品を取扱う工場など、逆流によって配水管の水を汚染する恐れのある場合。 

「写真現像所・機械装置等の冷却や洗浄用・メッキ処理槽等」 

⑥三階以上の建物（三階直結直圧給水対象外のもの）又は同等の建物に給水するもの。 

⑦その他、管理者が特に必要と認めた場合。 

 

  

７－２ 貯水槽式給水の種類 

 

１．高置水槽式 ・・・貯水槽に貯水した水をポンプで屋上の高置水槽へ圧送し、そこか

ら各階へ自然流下で給水を行うものをいう。 

２．ポンプ直送式・・・小規模の中層建物に多く使用されている方式で、貯水槽の水を揚

水ポンプにより直接給水するもので、使用水量、吐出側水圧に応じ

て、ポンプの運転台数や回転数を自動制御する方式である。 
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貯水槽 

ポンプ 

高置水槽 

高置水槽 

ポンプ 貯水槽 

【解説】 

①高置水槽式 

（ア）揚水ポンプ方式 

             貯水槽で貯水した後、高置水槽へ揚水ポンプ貯留し、自然流下で各階に給水す

る方式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）多段式高置水槽方式 

         高層建築物になると一つの高置水槽から適当な水圧で給水できる高さの範囲

は、１０階程度なので、高層建物では、高置水槽や減圧弁をその高さに応じて多

段に設置する方式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高置水槽 
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貯水槽 

ポンプ 

④ 加圧ポンプ式 

小規模の中高層建物に多く使用されている方式で、貯水槽の水を揚水ポンプによ

り直接給水するもので、使用水量、吐出側水圧に応じて、ポンプの運転台数や回転

数を自動制御する方式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７－３ 貯水槽の構造要件等 

 

貯水槽の構造要件及び貯水槽以下の給水設備は、建築基準法及び同法施行令等に基づき、

安全上及び衛生上支障のない構造にすること。 

 

【解説】貯水槽以下設備の法規制 

 

貯水槽以下の給水設備は、構造的に直接配水管と連結していないものであり、水道法第３ 

条第９項に規定する給水装置ではない。 

この以下設備の構造や材質については建築基準法施行令第 129条の 2の 5第 2項及び「配 

管設備の構造基準（国土交通省告示）」により基準が定められている。 

   

 

 

７－４ 貯水槽の構造及び材質 

 

貯水槽の構造及び材質は次による。 

１．保守点検等が容易にできること。 

２．十分な強度をもち、耐久性に富み、水密性に富み、水質に影響を与えない材料を用い

るとともに、十分な耐震性を確保すること。 

３．水槽内の水が汚染されないこと。 
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c 

 

a 

 

 

e 

 

 

 

a 

 

 

a’ 

 

 

a’ 

 

 

a 

 

 

a 

 

 

貯水槽周囲の空間を示すために表示

したもので、壁で仕切る必要はない。 

貯水槽 

５ｍ未満 ５ｍ未満 

隣地 

 

貯水槽室とする 

衛生上有害な物質の貯留、 

又は処理に供する施設 

外部から貯水槽等の天井、底、又は周壁の保守点検が容易に 

できるように設ける。したがって、貯水槽室を設け、その中 

に貯水槽を設置する必要がある。 

５ｍ未満 

５ｍ未満 

衛生上有害な物質の貯留、又は

処理に供する施設 

貯水槽の周囲に必要な

空間を確保する 

a 

 

 

a’ 

 

 

５ｍ未満 

b’ 

 

 

【解説】  

１．について 

①貯水槽の天井、底又は周壁の保守点検は外部から容易、かつ安全にできるよう、

水槽の形状が直方体である場合、６面全ての表面と建築物の他の部分との間に、

上部を１００㎝以上、その他は６０㎝以上の空間を確保すること。 

 

 

 

 

                           

        

                           

                           

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

a a 

b 

貯水槽 

貯水槽 

衛生上有害なものの貯留又は処理に供する施設と貯水槽の関係 

貯水槽などの設置位置の例 

※a,b,c のいずれも保守点検が容易にできる距離とする。 

（標準的には、ac＞６０㎝以上・b＞１００㎝以上） 

マンホールは、作業員が出入りできるようにすること。 

また、梁・柱等は、マンホールの出入りに支障となる位置としてはならない。 

a’ ,b’, c’, d’, e’は、保守点検に支障のない距離とする 
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６０㎝以上 

１０㎝程度 

貯 水 槽 

②また、貯水槽を地中に設置する場合、貯水槽から衛生上有害なものの貯留、又は

処理に供する施設までの水平距離が５ｍ未満の場合は、貯水槽の周囲に必要な空

間を設ける。 

③貯水槽の上部に機械類を設置することは避けるべきであるが、やむを得ずポンプ、

ボイラ、空気調和等の機器を設置する場合は、受け皿を設けるなどの措置を行う。 

④貯水槽の出入りが容易なマンホール（直径６０㎝以上）が設けられるが、その取

付けにあたっては、周囲より１０㎝以上高くし、貯水槽内部の保守点検を容易に

できるよう、マンホールには足掛金物を取付ける。その他、外部から有害なもの

が入らないよう密閉式、二重蓋等の構造とし、蓋は施錠できるものとする。 

また、貯水槽に排水溝（吐け口を間接排水とする。）を設けるほか、排水溝及び吸

込みピットなどに向けて１００分の１以上の勾配をつけることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 面（底面） 

断 面 

吸込みピット 

勾配を付ける 

貯 水 槽 

断 面 

排水溝 

排水管 排水管 

（1）排水溝のない場合 （2）排水溝のある場合 

排水管取付けの一例 

マンホールの取り付け 

雨水、清掃時の洗浄水が、溜まらないように１／１００

程度の勾配を付けることが望ましい。 

貯 水 槽 

排水溝 

勾配を付ける 

吸込みピット 

平 面（底面） 
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水平距離で５ｍ以上確保 

することが望ましい。 

排水タンク 

排水溝 

２．について 

①貯水槽は、水質に影響を与えない材料を用いるとともに水密性を確保する。 

②貯水槽の材料は、主としてＦＲＰ（ガラス繊維強化ポリエステル）鋼板、ステン

レス等が用いられる。（鋼板製等は、内面にエポキシ樹脂など衛生上支障のない有

効な塗料を施す必要がある。） 

貯水槽には満水、減水警報装置を設け、その受信機は管理室等に設置する。 

 

３．について 

①貯水槽の天井、底又は周壁は、貯水槽の外部より衛生上有害な物質の流入、浸透

の危険を排除するため、建築物の床板や外壁などと兼用できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外 壁 

底 盤 

 

（１） 

 

（２） 

 

（３） 

（１）、（２）及び（３）いずれの場合もオーバーフロー管、水抜き管、通気装置等を設けなければ

ならない。 

規定に適合した貯水槽などの構造例 

外

 

壁 
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外壁 外壁 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②貯水槽は、槽内の水が滞留し、停滞水が生ずる事のないよう貯水槽の流入口と揚

水口を対称的な位置に設ける。 

また、貯水槽が大きい場合は、有効な導流壁を設けること。 

なお、貯水槽は点検、清掃、補修時に断水しないよう２槽とするか、内部に隔壁

を設け１槽２分割できる構造とすること。 

③貯水槽の有効容量に比べ、使用水量が少ない貯水槽以下設備の場合又は大規模な

貯水槽以下設備の場合は、残留塩素量が法令に定める値以下になるおそれがある

ので、塩素注入設備を設ける等の措置を講じること。 

 

 

７－５ 高置水槽 

 

高置水槽の構造及び材質、その設置位置は給水用具が円滑に作動する水圧が得られるよ

うな高さにすること。 

 

【解説】 

      高置水槽は、外部及び内部の保守点検を容易にできるもので、十分な強度を有し耐

水性に富み、かつ水槽内部の水が汚染されないような構造や材質のものとするほか、

下記によるものとする。 

     １．高置水槽の高さは、建築物最上階の給水栓などから上部５ｍ以上の位置を水槽の

低水位とする。 

ただし、最上階に大便器洗浄弁を用いる水洗便所がある場合は、その洗浄弁から

上部１０ｍ以上の位置を水槽の低水位とする。 

     ２．高置水槽には、貯水槽以下設備以外の配管設備を直結連結してはならない。 

規定に適合しない貯水槽などの構造例 
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     ３．高置水槽の排水管は、高置水槽内の清掃が迅速、かつ容易にできるよう水槽の最       

低部に設ける。 

    ４．水槽内の清掃又は修理時に断水すると、重大な支障を来すような場合には、水槽

を二つに仕切ることが望ましい。 

 

 

７－６ その他付属設備 

 

１．ボールタップ等 

  ①水槽の給水口には、第三者認証品等のボールタップ、電磁弁又は電動弁を取付ける

こと。 

  ②配水管の水圧が高い場合には過大な流量が流れ、ウォーターハンマーやメーター故

障の原因となるので、定流量弁等の設置を考慮すること。 

  ③ボールタップ等は、点検及び修繕等が容易に行えるような位置に取付けること。 

  ④貯水槽内の水面が特に波立つ場合は、必要な波浪防止壁等の防護措置を設けること。 

   

  ２．逆流防止 

    ①吐水口を落し込みとし、規定の吐水口空間を確保すること。 

    ②波立ち防止のため流入管の吐水口が、最高水位より下となる場合は、満水面から、

当該越流管の口径以上の高さに真空破壊装置（真空破壊孔等）を設けること。 

 

 ３．越流管（オーバーフロー管） 

①越流管の管径は、流入水量を十分に排出できる管径（流入管の１．５倍以上）とす

ること。その管端は、間接排水とし、排水口空間は、越流管径の２倍以上を保つこと。 

②埃その他衛生上有害な物質が流入しないよう管端開口部に防虫網（金網）を取付け

る。この場合は、排水や通気に支障をきたさないよう注意する。 

 

４．通気管 

①ほこりその他衛生上有害な物質が入らないよう、通気のための装置を有効に設ける。 

  ただし、有効容量が２㎥未満の貯水槽は、越流管で通気が行われるため、この限り

ではない。 

     ②通気装置に金網などを取付ける場合は、排水や通気に支障をきたさないよう注意す

る。 

 

    ５．水抜管 

      貯水槽の最低部には、水抜管を設けること。 
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６．警報装置 

   ①満水警報装置は故障の発見・貯水槽からの越流防止のために、減水警報装置は故障

の発見・断水の予防のために取付けられるもので、管理室等に表示（ベルとランプ）

できるようにすること。  

   ②空転防止装置は、揚水ポンプの保安のため取付け、揚水ポンプの電源を遮断するこ

と。 

   ③満水警報装置、減水警報装置を設けること。 

   

７．ポンプ 

    ①ポンプは、点検整備、故障、修理等に備え予備のポンプを設置のうえ、自動交互運

転とすること。 

    ②ポンプは、点検、修理の容易な場所に設置し、貯水槽の上への設置は、振動による

タンクの亀裂や油漏れなど、不慮の事故により受水槽の水を汚染するおそれがあるた

め、設けてはならない。 

    ③大規模共同住宅等で加圧ポンプによる圧送給水とする場合は、非常用発電機を考慮

すること。 

 

 ８．非常用給水栓 

     ポンプの故障、停電等の断水に備え、受水槽タンクの流入管側の直結部に応急給水

用の給水栓を設置すること。 

 

    ９．貯水槽以下設備の配管 

    ①貯水槽以下の給水設備（飲料水用給水管）は、他の配管と連結してはならない。 

    ②飲料用給水管の材質は、構造及び材質基準に基づくものを原則とする。 

    ③各階への給水管の主要分岐部には、点検や操作等を容易に行うことができる部分に

逆止弁及びバルブ等を設けること。 

  ④高置水槽を設置する場合、必要に応じて減圧弁を設けること。 
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有
効
容
量 

最高水位 

最低水位 

傾斜１／１００以上 

水抜管 

吐水口空間 

通気管 
マンホール 

 
傾斜１／１００以上 

電極 

警報装置制御盤 

非常用給水栓 

流入管 

タラップ 

 

越流管 

６００㎜以上 
排水管 

排水管 

貯水槽に設置する管類等の装置設置例 

防虫網 
a 

b 

 

 

 

c 

 

 

 d 

 

 

 

 

 

電極棒 

a 満水警報 

b 自動停止 

c 減水警報 

d 基本極 
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７－７ 専用水道と貯水槽水道の区分 

 

専用水道とは、寄宿舎、社宅、診療所、レジャー施設、学校等における「自家用の水道

その他水道事業の用に供する水道以外の水道」であって、一定規模を超えかつ定められた

条件に適合するものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条件‐１ 

・１００人を超える居住者に水を供給（例：大規模団地） 
または 

・1日最大給水量２０㎥超（例：デパート、工場等） 

  ※人の生活に供する水量 

 

条件‐２ 

水道事業者の供給する水を水源とし 

・有効容量が１００㎥以下の貯水槽でかつ地中又は地表の

φ２５㎜以上の導管の延長１，５００m以下 

または 

・条件‐１に該当しない有効容量が１００㎥超の受水槽 

  

 

水源：井戸等の自己水源 

（井戸水と上水道のブレンド含む） 

水源：上水道 

（他の水道から供給を受ける水のみを水源） 

地中又は地表に施設されている貯水槽 

（貯水槽の１面でも地中に接している場合） 

例：地中式貯水槽 

 
貯水槽 

地中又は地表の施設規模 

貯水槽の容量：有効容量１００㎥超 該当しない 

地中又は地表の施設規模 

導管の延長：φ２５mm 以上の導管 

の延長１，５００m 超 

該当しない 該当する 

専用水道 

貯水槽水道 貯水槽の有効容量 

簡易専用水道 

（１０㎥超） 

小規模貯水槽水道 

（１０㎥以下） 

水道法第３条第６項「専用水道」とは 

・自家用の水道 （施設の管理者が、その用に供するため自ら施設する水道） 

・水道事業の用に供する水道以外の水道 

（一般の需要に応じて水を供給する水道事業の概念にあてはまらない水道） 

例：社宅・療養所・学校・レジャー施設・大規模団地・商業施設等 

地上に施設されている貯水槽 

例：地上式貯水槽等 

※貯水槽の全ての面 

（６面）が点検可能 

 

貯水槽 

空間有り 

専用水道・貯水槽水道区分フロー 
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７－８ 貯水槽水道の維持管理 

 

１．貯水槽水道（水道法第 14条第 2項第 5号） 

 

貯水槽水道（水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であって、水道事業の

用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。）が設置される場合にお

いては、貯水道水道に関し、水道事業者及び当該貯水槽水道の設置者の責任に関する事項

が、適正かつ明確に定められていること。 

 

【解説】 

   ①平成 14年 4月 1日に施行された改正水道法において、貯水槽水道の適切な管理を促

す実効性のある仕組みが新たに追加された。 

    水道法第 14条第 2項第 5号において、貯水槽水道を定義するとともに、供給規程に

「貯水槽水道に関し、水道事業者及び当該貯水槽水道の設置者の責任に関する事項が、

適正かつ明確に定められていること」と規定され、水道の供給者である水道事業者も

貯水槽水道の管理に関し必要な関与を行うことが定められた。 

②維持管理に関する法体系 

貯水槽水道とは、水道事業者から供給を受けた水道水を一旦受水槽に受けた後、建

物の利用者に飲み水として供給する施設の総称をいい、水道法において定期の清掃や

検査受検等の管理基準の遵守が義務付けられる「簡易専用水道」（水槽の有効容量が１

０㎥を超えるもの）と、水道法の規定を受けない有効容量１０㎥以下の「小規模貯水

槽水道」に分けられる。 

 

 

２．簡易専用水道（水道法第 3条第 7項）の維持管理 

 

簡易専用水道とは、水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であって、水道

事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とし、その用に供する施設の規模が

政令で定める基準により水槽の有効容量が１０㎥を超えるものをいう。 

水道法において定期の清掃や検査受検等の管理基準の遵守が設置者に義務付けられてい

る。 

 簡易専用水道の設置者は、水道法の規制対象として、定期的な清掃（１回以上／年）及

び検査（１回以上／年）の実施が義務付けられている。（水道法第 34条の 2、同施行規則第

55 条、56条） 
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①水道法による規制 

（ア）簡易専用水道の管理基準（水道法第 34 条の 2） 

     簡易専用水道の設置者は、厚生労働省令（水道法施行規則第 55条）で定める基準

に従い、管理しなければならない。 

  （イ）水槽の清掃を毎年１回以上、定期に行うこと。 

  （ウ）水槽の点検等有害物や汚水等によって水が汚染されるのを防止するために必要な

措置を講ずること。 

  （エ）給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状況により供給する水に異常を

認めたときは、水質基準に関する省令に揚げる必要な水質検査を行うこと。 

（オ）供給する水が人の健康を害する恐れがあることを知ったときは、直ちに給水を停

止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講

ずること。 

②簡易専用水道の検査（水道法第 34条の 2第 2項） 

     簡易専用水道の設置者は、厚生労働省令（水道施行規則第 56条）で定めるところ 

により、定期に、地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の指定する者の検査を受けな

ければならない。 

  ③ビル管理法による規制（ビル管理法施行規則第 4条第 2項） 

延べ床面積が３，０００㎡以上の特定建築物については、水道法とは別に「建築物

における衛生的環境の確保に関する法律」（昭和 45年法律第 20号。通称「ビル管理法」）

により、建築物環境衛生管理技術者（通称「ビル管理技術者」）の監督のもと、水槽の

定期清掃や水質検査等が義務づけられている。 

 

３．小規模貯水槽水道の維持管理 

 

小規模貯水槽水道とは、水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であって、

水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とし、水槽の有効容量が１０㎥

以下のもので、門真市水道条例第 24条の 3第 2項及び同条例施行規程第 19条の 2に基づ

き、設置者自らの責任で管理し、及びその管理の状況に関する検査を行うよう努めなけれ

ばならない。 

 

【解説】 

門真市水道条例第 24条の 3第 2項に定めるところにより、設置者は簡易専用水道の規

定（水道法第 34条の 2、同施行規則第 55条、56条、及び門真市簡易専用水道管理運営

指導要綱）に準じた門真市小規模貯水槽水道衛生管理指導要領に従って、自主的に水槽

の定期清掃や水質検査等を実施することに努めなければならない。 
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貯水槽水道に係る管理基準 

 特定建築物 簡易専用水道 小規模貯水槽水道 

適用法 

ビル管理法（ビル管理法

施行規則第４条第２項） 

水道法（水道法施行規則

第５５条・５６条）、 

門真市簡易専用水道管

理運営指導要綱 

門真市水道条例第 24 条

の 3 第 1 項 

門真市小規模貯水槽 

水道衛生管理指導要領、 

門真市水道条例第 24条

の 3第 2項、同条例施行

規程第 19条の 2 

（努力義務） 

管理する者等 

建築物環境衛生管理技

術者（厚生労働大臣免

状） 

設置者 設置者 

管
理
基
準 

受水槽の清掃 

1 年以内ごとに１回、定

期的に行う。 

1 年以内ごとに１回以

上、定期的に行う。 

１年以内ごとに１回以

上、定期的に行う。 

（努力義務） 

受水槽の点検 適宜 適宜 適宜 

水質検査 

６か月以内に１回（１５

項目）他 

給水する水に異常があ

る場合は水質基準に関

する省令に揚げる必要

な水質検査を行うこと。 

給水する水に異常があ

る場合は必要な水質検

査を行うこと。 

（努力義務） 

残留塩素測定 ７日以内に１回 － － 

検
査 

検査を受ける

業務 
－ 

１年以内ごとに１回公

的機関の検査を受ける。 

１年以内ごと公的機関

の検査を受けることが

望ましい。 

（努力義務） 

 

７－９ 管理者の責務 

１．管理者は、門真市水道条例第 24条の 2に基づき、管理に関し必要があると認めると

きは、設置者等に対し下記に定める指導、助言及び勧告を行うことができる。 

①指導・・・貯水槽水道の設置者等に対して、定期的な清掃等、管理の充実について

理解を得るようにする。 

②助言・・・前号の措置にも拘わらず、貯水槽水道の設置者等が十分な管理を行って

いない場合、問題となる事項等を説明し、再度管理の充実について理解を

得るようにする。  

③勧告・・・再三の指導、助言にも拘わらず、改善が見られない場合、最終手段とし

て勧告する。 
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２．管理者は、貯水槽水道の利用者等に対し、貯水槽水道の管理等に関する情報提供を

行うことができる。 

 

７－１０ 設置者の責務 

１．貯水槽水道のうち簡易専用水道の設置者は、水道法第 34条の 2第 2項及び門真市水

道条例第 24 条の 3 第 1 項の定めるところにより、その水道を管理し、及びその管理の

状況に関する検査を受けなければならない。 

小規模貯水槽水道の設置者は、門真市水道条例第 24 条の 3 第 2 項及び同条例施行規

程第 19条の 2 に基づき自らの責任をもって適切な管理に努めるとともに、不適正施設

にあっては速やかに改善するよう努めなければならない。 

小規模貯水槽水道の管理については、指定検査機関の検査を受けることが望ましい。 

２．設置者等は、貯水槽水道に異常事態が発生し、給水を停止したときは、管理者にそ

の旨を連絡するものとする。 

３．設置者等は、貯水槽水道を新設又は廃止したとき、及び設置者又は設備等を変更し

たときは、に届け出なければならない。 

４．設置者等は、市が行う貯水槽水道の実態調査に協力するものとする。 

５．設置者等は、貯水槽水道の配置及び系統を明らかにした図面並びに水槽周囲の構造

物の配置を明らかにした平面図を常に保存するものとする。 

６．水槽の掃除・点検の記録、定期検査・水質検査の記録等は、３年間保存すること。 

７．水槽の掃除・点検等は、下記によるものとする。 

①水槽周囲の状態 

点検、清掃、修理等に支障をきたさない空間を確保し、清潔に保たれていること。 

       水槽上部には、他の設備機器等が置かれないことと、ほこり等の衛生上有害なも

のが蓄積していないこと。 

②水槽内部の状態 

       水槽内は、汚泥、赤錆等の沈殿物、壁の汚れ、塗装の剥離等が異常でないことと、

水中及び水面に異常な浮遊物質がないこと。 

     水槽に亀裂、漏水がないこと。 

③マンホールの状態 

     ほこり、その他衛生上有害なものが水槽内に混入しないものであり、容易に開閉

できないように施錠されていること。 

④越流管、通気管等の状態 

     管端部からほこりその他衛生上有害なものが水槽内に混入しないように防虫網等

が設置せれていること。 

    越流管は、管端部と排水部の流入口等とは直接連絡されておらず、その間隔は逆

流防止に十分な距離（吐水口空間）が確保されていること。 
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⑤水槽の清掃 

設置者等は、水槽等の清掃を、年１回定期的に実施し、その内容を記録するとと 

もに下記の事項に留意すること。 

（ア）水槽内の沈殿物、浮遊物質、壁面等の付着物質の除去及び点検等を行うこと。 

（イ）洗浄汚水の排水が完全に行われていることを確認し、貯水された水の残留塩素

が流入水のそれと同様であることを確認すること。 

          

 

 検 査 事 項 判  定  基  準  等 確 認 

施 

 

設 

 

の 

 

外 

 

観 

 

調 

 

査 

水槽周囲の状態 
点検、清掃、修理等に支障のない空間が確保されていること。  

清潔であり、ごみ、汚物等が置かれておらず、たまり水がないこと。  

水槽本体の状態 亀裂、漏水箇所がないこと。  

 

水槽上部の状態 

 

ほこりその他衛生上有害なものが堆積していないこと。 

水槽の上部には他の設備機器等が置かれていないこと。 

 

水槽内部の状態 

汚泥、赤さび等の沈積物、槽内壁の汚れ、塗装の剥離等が異常に存

在しないこと。 

 

水中及び水面に異常な浮遊物質が認められないこと。  

清掃が定期的に行われていること。  

マンホールの状態 

ほこりその他衛生上有害なものが入らないものであり、施錠され、

容易に開閉できないものであること。 

 

マンホール面は、槽上面から衛生上有効に立ち上がっていること。  

越流管の状態 

管端部の防虫網が確認でき、正常であること。  

管端部と排水管の流入口等とは直接連結されておらず、その間隔は

逆流防止に十分な距離であること。 

 

水

質

検

査 

臭 気 給水栓における水に異常な臭気が認められないこと。  

味 給水栓における水に異常な味が認められないこと。  

色 給水栓における水に異常な色が認められないこと。  

濁 り 給水栓における水に異常な濁りが認められないこと。  

残 留 塩 素 検出されること。  （      ㎎／ℓ）  

水槽の定期掃除 ⓵ 年に 1 回以上実施 ③ 未実施 前回掃除日 令和   年   月   日 

水槽の定期検査 ⓵ 年に 1 回実施以上 ③ 未実施 前回検査日 令和   年   月   日 
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７－１１ 貯水槽式給水における給水管口径の決定 

 

貯水槽式給水における給水管口径の決定は次のように行う。 

１．建物内の計画一日使用水量を求める。（別表４参照） 

２．貯水槽の有効容量を求める。 

貯水槽の有効容量は、計画一日使用量を一日平均使用時間で除した水量である。 

３．２の水量に応じた給水管の口径を決める。 

   

①貯水槽式給水の計画使用水量の算出 

計画一日使用水量は、建物種類別単位給水量・使用時間・使用人員を参考にすると

ともに、当該施設の規模と内容、給水区域内における他の使用実態などを十分考慮し

て設定する。 

   計画一日使用水量の算出には、次の方法がある。 

（ア）一人一日使用水量×使用人員（又は単位床面積当たり人員×延床面積） 

 1 日使用水量の算出基準 

 一般住宅マンション（ファミリータイプ）・・・４人×３００ℓ×住戸数 

 一般住宅マンション（ワンルームタイプ）・・・２人×３００ℓ×住戸数 

 事務所・会社等・・・３０ℓ～１００ℓ×従業員数（来客については、０．１人／㎡別途加算） 

その他の建築物・・・床面積、利用人員、特別設置設備器具等の算出積算基礎を事前

協議提出時に添付すること。 

（イ）建築物の単位床面積当たりの使用水量×延床面積 

（ウ）その他使用水量実績による算定 

（エ）一人一日当たり平均使用水量 

 

②有効容量の算出方法は、計画一日使用水量に、４／１０～６／１０（１日当たりの使用

時間を１０時間）を乗じた水量とする。 

また、高置水槽の有効容量は、受水槽の有効容量の１／４以上とする。 

 

③有効容量に対する給水管の口径決定方法は、水道メーター型式別適正使用流量表（別表

３）の 1 日当たりの使用量を考慮し仮定口径を設定して水理計算を行ない、所要水頭が設

計水圧以下であるかを確かめる。 

水理計算を満足する場合は、それを求める口径とし、満足できない場合については、再 

度仮定口径を設定し、確認すること。 
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１．０ｍ Ｂ 

 

共同住宅における貯水槽への引込口径（参考） 

 

戸数 メーター口径 計画一日使用水量 備考 

～ 15戸 φ 25㎜ 18.0㎥/日 4人/戸,300ℓ/人 

16戸～ 36戸 φ 40㎜ 43.2㎥/日 4人/戸,300ℓ/人 

37戸～116戸 φ 50㎜ 13.9㎥/日 4人/戸,300ℓ/人 

117戸～181戸 φ 75㎜ 21.7㎥/日 4人/戸,300ℓ/人 

182戸～287戸 φ100㎜ 34.4㎥/日 4人/戸,300ℓ/人 

※あくまで仮定口径算出の目安であって、口径決定は水理計算の上算出すること。 

 

④貯水槽の有効容量と給水管口径の算出例 

   共同住宅（ファミリータイプ６階３０戸）の場合、貯水槽の有効容量及び給水管口

径を求める。ボールタップの損失水頭は、１０ｍと仮定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）計画一日使用水量の算出 

  ４人×３００ℓ×３０戸＝３６，０００ℓ 

（イ）貯水槽の有効容量の算出 

  ３６，０００ℓ（計画一日使用水量）×４／１０＝１４，４００ℓ 

（ウ）給水管口径の決定 

  平均使用水量  ３６，０００ℓ÷１０ｈ（使用時間）＝３，６００ℓ／ｈ 

＝３．６０㎥／ｈ 

  仮定口径：水道メーターの適正使用流量を考慮して４０㎜とする。 

 

 

 

 

 

１０．０ｍ 

４．０ｍ 

ポンプ 

貯水槽 Ａ 
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区   間 流 量 

（ℓ/min） 

仮 定 

口 径 

動水勾配(‰) 延長 

(m) 

損失水頭(m) 

延長×動水勾配 

立上高

(m) 

所要水頭

(m) 

ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ       10.0 

A～B 60.0 40 22 15.0 15.0×0.022=0.33 5.0 15.33 

ｹﾞｰﾄﾊﾞﾙﾌﾞ 60.0 40 22 0.3 0.3×0.022=0.0066  15.337 

ﾒｰﾀｰ 60.0 40 22 20.0 20.0×0.022=0.44  15.777 

ｹﾞｰﾄﾊﾞﾙﾌﾞ 60.0 40 22 0.3 0.3×0.022=0.0066  15.784 

ｻﾄﾞﾙ分水栓 60.0 40 22 1.0 1.0×0.022=0.022  15.806 

      計 15. 806 

  所要水頭 １５．８０６m×１．１（ｿｹｯﾄ・ｴﾙﾎﾞ等の損失）＝１７．３８７ｍ 

  よって、１７．３８７ｍ≒０．１７㎫ ＜ ０．２０㎫となるため、４０㎜と決定する。 
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別表１ 設 計 用 記 号 一 覧 表  （その１） 

 配水管（一点鎖線） 
 受サシ片落管  Ｋ形 

 既設水道管（破線） 
 受サシ片落管 ＮＳ管 

 撤去又は放棄管  フランジ管 

 新設水道管（実線） 
 消火栓（地下式） 

 甲形止水栓 
 ソフトシール仕切弁 

 メーター（４０㎜以下） 
 メーター（50 ㎜以上） 

 Ｋ形直管  ゲートバルブ 

 ＮＳ形直管 
 ボールタップ 

 二受Ｔ字管   Ｋ形 
 給水栓 

 二受Ｔ字管  ＮＳ形 
 水栓柱 

 フランジ付Ｔ字管 Ｋ形  逆止弁 

 フランジ付Ｔ字管ＮＳ形 
 異種管接合 

 継  輪    Ｋ形 
 異径接合（口径変更） 

 継  輪   ＮＳ形  立上り 立下り 

 短管１号    Ｋ形  銅  管 

 短管２号 
 硬質塩化ビニル管 

 短管１号   ＮＳ形 
 亜鉛めっき鋼管 

 曲  管    Ｋ形  耐衝撃性硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管 

 曲  管   ＮＳ形  ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 

 サシ受片落管  Ｋ形  ダクタイル鋳鉄管 

 サシ受片落管 ＮＳ形  鋳鉄管 
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 設 計 用 記 号 一 覧 表  （その 2） 

 
方 位 

 
ブースターポンプ 

 
家 屋 

 
吸排気弁 

 
隣接家屋 

 
管理孔 

 
軌 道 

 
減圧式逆流防止器 

 
側 溝 

 
柵 

 
築 堤 

 
上り階段 

 ブロック 
 下り階段 

 特殊器具 
 門 扉 

 板 間 
 河 川 

 保護さや管 
 出入口 

 
橋梁 

 
Ｌ 型 

 
貯水槽 

 
塀 

 
高置水槽 

 
既設管分水止め 

 
ポンプ 

 
既設管キャップ止め 

 

※ ここでいう特殊器具とは、特別な目的に使用されるもので、例えば湯沸器、ウォータ

ークーラー、電子式自動給水栓等をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



97 

別表２ 「給水用具類別損失水頭の直管換算表」（参考） 

 

直管換算長とは、分水栓、止水栓、メーター及び継手等による損失水頭が、これと同口径の直管に換 

算して何メートル分の損失に相当するかを直管の長さで表したものをいう。 

       単位：ｍ 

給水用具／管口径（㎜） １３ ２０ ２５ ４０ ５０ ７５ 

止水栓（甲） 3 8 10    

止水栓（ボール） 0.2 0.2 0.3    

仕切弁 0.2 0.2 0.3 0.4 0.4 0.6 

分水栓 1.5 2 3    

メーター 4 11 15 26 20 30 

給水栓 3 8 8    

分岐箇所 1 1 1 1 1 1 

異径接合 1 1 1 1 1  

曲管 0.5 0.5 0.5 1 1.5 3 

逆止弁 4.5 6 7.5 11.8 13.3 5.7 

ボールタップ 4.0 8.0     

定水位弁   9.2 13.9 17.6 26.9 

Ｙストレーナー 0.5 2.0 5.0 9.1 11.0 11.0 

※水理計算の際、エルボ・ソケット等による損失は、損失水頭に１０％を算入する。 

（通常全換算長に１．１倍する） 

 

「余裕水頭一覧表」※設置する器具の最低作動圧確認のこと。 

                                    単位：ｍ 

器具 ガス湯沸かし器 

一般水栓 ３．０ ４～５号 ４．０ 

大（小）便器 FV ７．０ ７～１６号 ５．０ 

シャワー ７．０ ２２～３０号 ７．０ 
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別表３ 水道メーター型式別適正使用流量表（参考） 

  

（一般社団法人日本計量機器工業連合会の資料による。） 

※１；適正使用流量範囲とは、水道メーターの性能を長期間安定した状態で使用することのできる標準的な流量をいう（製造者推奨値）。 

※２；短時間使用する場合の許容流量。受水槽方式や、直結給水で同時に複数の水栓が使用される場合、特に短時間で大流量の水を使用する場合の許容流量をいう。 

また、従来の「流量基準」では、一時的使用の許容流量のうちの「瞬時的使用の場合」について数値に幅をもたせて記載していたが、瞬時の意味が不明確でその

大きさに左右されるため、これまでの使用実態等を踏まえ、13 mm～100 mm を総合的に 1 日当たり 10 分程度の使用時間に統一して許容流量を示すこととし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JIS 

呼び口径 

（㎜） 

適正使用 

流量範囲 

（㎥/h） 

※1 

一時的使用の許容流量 

（㎥/h）※2 

 1 日当たりの 

使用水量（㎥/d） 
月間 

使用水量 

（㎥/月） 
Ｑ3 

 

Ｑ3/Ｑ1 

（Ｒ） 

10分/日 

以内の 

場合 

1時間/日 

以内の 

場合 

1日使用時 

間の合計 

が 5 時間 

のとき 

1日使用時 

間の合計 

が 10時間 

のとき 

1日２４時 

間使用の 

とき 

2.5 

100 

接線流 

13 0.1～1.0 2.5 1.5 4.5 7 12 100 

4 20 0.2～1.6 4 2.5 7 12 20 170 

6.3 25 0.23～2.5 6.3 4 11 18 30 260 

16 

たて型 

40Ｂ 0.4～6.5 16 9 28 44 80 700 

40 50 1.25～17.0 50 30 87 140 250 2,600 

63 75 2.5～27.5 78 47 138 218 390 4,100 

100 100 4.0～44.0 125 74.5 218 345 620 6,600 
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別表４ 建物種類別単位給水量・使用時間・人員 

建物種類 
単位給水量 

（１日当り） 

使用 

時間 

[ｈ/日] 

注記 
有効面積当りの人員 

など 
備考 

戸建て住宅 

集合住宅 

独身寮 

200～400ℓ/人 

200～350ℓ/人 

400～600ℓ/人 

10 

15 

10 

居住者 1 人当り 

居住者 1 人当り 

居住者 1 人当り 

0.16 人/㎡ 

0.16 人/㎡ 

 

 

官公庁・事務所 

 

60～100ℓ/人 9 在勤者 1 人当り 0.2 人/㎡ 

男子 50ℓ/人．女子 100ℓ/人． 

社員食堂・テナントなどは 

別途加算 

 

工場 

 

60～100ℓ/人 

操業 

時間 

＋1 

在勤者１人当り 

座作業 0.3 人/㎡ 

立作業 0.1 人/㎡ 

男子 50ℓ/人．女子 100ℓ/人． 

社員食堂・シャワーなどは 

別途加算 

総合病院 1500～3500ℓ/床 

30～60ℓ/㎡ 

16 延べ面積 1 ㎡当り  設備内容などにより詳細に 

検討する 

ホテル全体 

ホテル客室部 

500～6000ℓ/床 

350～450ℓ/床 

12 

12 

  同上 

客室部のみ 

保養所 500～800ℓ/人 10    

喫茶店 

 

飲食店 

 

 

社員食堂 

 

給食センター 

20～35ℓ/客 

55～130ℓ/店舗㎡ 

55～130ℓ/客 

110～530ℓ/店舗㎡ 

 

25～50ℓ/食 

80～140ℓ/食堂㎡ 

20～30ℓ/食 

10 

 

10 

 

 

10 

 

10 

 店舗面積には厨房面

積を含む 

同上 

 

 

同上 

厨房で使用される水量のみ 

便所洗浄水などは別途加算 

同上 

定性的には，軽食・そば・ 

和食・洋食・中華の順に多い 

同上 

 

同上 

デパート・スー 

パーマーケット 
15～30ℓ/㎡ 10 延べ面積 1 ㎡当り 

 
従業員分・空調用水含む 

小・中・ 

普通高等学校 

大学講義棟 

 

70～100ℓ/人 

2～4ℓ/㎡ 

9 

 

9 

（生徒＋職員）1 人当り 

延べ面積 1 ㎡当り 

 教師・職員分を含む．プール用水

（40～100ℓ/人）は別途加算 

実験・研究用水は別途加算 

劇場・映画館 25～40ℓ/㎡ 

0.2～0.3ℓ/人 

14 延べ面積 1 ㎡当り 

入場者 1 人当り 

 従業員分・空調用水含む 

ターミナル駅 

 

普通駅 

10ℓ/1000 人 

 

3ℓ/1000 人 

16 

 

16 

乗降客 1000 人当り 

乗降客 1000 人当り 

 列車給水・洗車用水は別途加算 

従業員分・多少のテナント分を含む 

寺院・教会 10ℓ/人 2 参会者 1 人当り  常住者・常勤者分は別途加算 

図書館 25ℓ/人 6 閲覧者 1 人当り 0.4 人㎡ 常勤者分は別途加算 

注 １）単位給水量は設計対象給水量であり、年間 1 日平均給水量ではない。 

  ２）備考欄に特記のないかぎり、空調用水、冷凍機冷却水、実験・研究用水、プロセス用水、プール・サウナ用水などは別途加算す

る。 

  ３）数多くの文献を参考にして表作成者の判断により作成。 

引用文献：㈳空気調和衛生工学会：空気調和衛生工学便覧第 14 版 
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様式第１号 

協議番号 第   号 

  年  月  日 

 

門真市長（氏 名） 様 

申 込 者 

住 所               

氏 名             ㊞ 

指定給水装置工事事業者             ㊞ 

連 絡 先    （   ）      

設 計 協 議 申 込 書 

 

下記の給水装置工事の設計ができましたので、設計協議を申込ます。 

               記 

工 事 場 所 門真市 

工事の種類 □新設   □改造   □増設   □撤去 

建物の名称  

建物概要 

階数 階建て 

用途 
住宅    戸 事務所    戸 

店舗    戸  

給水方式 □直結直圧式     □直結増圧式 

設計水圧 0.2 ㎫ 

施工予定 年   月   頃 

添付書類 

（1） 位置図（付近見取り図） 

（2） 給水装置設計図（各階平面図・詳細図・系統図・立体図） 

（3） 水理計算書 

（4） 承認図（増圧装置・減圧式逆止弁） 

（5） その他（既設給水設備調査報告書・誓約書等） 

備 考 

1. この設計協議は、3 階以上の建物を直結給水するため、設計 

条件において、水理計算を満たすことを確認するものです。 

2. 既設の貯水槽式を直結式に改造する場合、既設設備の状態が良

好なものとして協議します。 
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様式第２号 

  年  月  日  

門真市長（氏 名） 様 

指定給水装置 

                  工事事業者           ㊞ 

指定№             

主任技術者氏名           ㊞ 

登録番号             

連絡先  （   ）      

既設給水設備調査報告書 

次のとおり、既設給水設備の調査内容を報告します。 

1. 所有者 住所：                            

氏名：                            

2. 建築物名 称：                            

3. 調 査 場 所：門真市                         

4. 水 栓 番 号：                            

5. メーター口径：                            

6. 既設配管の材質確認・水道法における構造及び材質の基準に（適合・不適合） 

7 添付書類 

（1）  各階平面図（使用用途及び既設配管記入、必要に応じて詳細図添付） 

（2） 系統図（既設配管記入） 

（3） その他添付書類（必要に応じて添付するものにチェック） 

□ 既設配管の材質確認書（図面及び現場確認） 

□ 水質試験成績証明書 

□ 塗料の浸出性能基準適合証明書、又は認証登録証の写 

□ ライニングによる更生工事施工計画書 

□ 同上施工報告書（写真添付） 

□ 浸出性能確認の水質試験成績証明書 

□ 浸出性能試験成績証明書 

□ その他（                    ） 
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様式第３号 

 

  年  月  日  

            様 

 

門真市長（氏 名） ㊞ 

 

直結（直結・増圧）設計協議結果通知書 

 

  年  月  日にて受付ました設計協議申込書について、下記のと

おり決定しましたので通知します。 

 

 

記 

 

1. 申込場所：門真市 

2. 協議番号：第   号 

3. 決定内容  

□直結（直圧・増圧）式給水を承認します。 

・給水工事申込は、門真市水道事業指定給水装置工事事業者を通じて行う 

こと。 

・給水装置工事申込は、次の書類を添付すること。 

① 設計協議結果通知書（本書の写し） 

② 直結（直圧・増圧）給水に関する誓約書 

③ 給水装置管理人届 

④ 既設給水設備調査報告書（貯水槽方式から切替の場合） 

 

□直結（直圧・増圧）式給水は不可能と判断します。 

 （理由） 
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様式第４号 

  年  月  日 

 

門真市長（氏 名） 様 

 

給水装置所有者 住所 

（工事申込者） 氏名           （印） 

電話 

 

3階建て以上の建築物における直結給水に関する誓約書 

 

 3 階建て以上の建築物において直結給水方式による給水を実施するにあたり、

下記事項を遵守するとともに水道使用者等に周知徹底を図り、門真市環境水道

部に苦情等を申し立てないことを誓約いたします。 

 

記 

 

１.給水用具については、取扱説明書に記載されている事項を遵守し、必要に応じて製造者

や門真市水道事業指定給水装置工事事業者と定期的なメンテナンス契約を行うよう努め

ること。 

２.「給水装置管理人届」に記載した管理人、維持管理会社等の緊急連絡先を誰もが確認で

きる場所に設置すること。管理人または、維持管理会社に変更があった場合は、速やか

に「給水装置管理人届」を提出すること。 

３.配管管理図等必要な事項を明記した書類を管理人室等に常備するよう努めること。 

４.漏水等の修理及び事故の処理については、所有者及び使用者の責任において迅速に行う

こと。 

５.配水管工事及び量水器の取替え等で断水作業を伴う場合、その作業が円滑に行えるよう

門真市環境水道部に協力すること。賃借人がいる場合はそのことを周知すること。 

６.軽微な変更を除く給水装置の変更を行う場合は、門真市水道事業指定給水装置工事事業

者に依頼し、門真市環境水道部の承認を事前に受けた上で施工すること。 

７.配水管の水圧変動に伴う出水不良等が生じても、所有者の責任において対処すること。 

８.給水装置に起因する苦情等については、所有者の責任において適切に処理すること。 

９.直結増圧の場合、増圧装置及び減圧式逆流防止器は、年 1回以上の保守点検を行うこと。 

10.直結増圧の場合、増圧装置には警報装置を設置し、停電、故障、その他非常事態により

増圧装置が運転停止し、断水、出水不良、赤水等が発生したときは、1階に設置している

非常用共用水栓を使用すること。 

11.直結増圧の場合、配水管の水圧変動の伴い、増圧装置が稼働しない場合があることにつ

いて、門真市環境水道部に一切異議申し立てをしないこと。 

12.給水装置の所有者に変更があった場合は、速やかに門真市環境水道部に届けるとともに、

この誓約書の内容についても継承すること。 
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様式第５号 

 

  年  月  日  

 

門真市長（氏 名） 様 

 

給水装置所有者 住所 

氏名         ㊞ 

電話 

 

給水装置管理人届（新規・変更） 

 

給水装置の管理人について、下記のとおり届出ます。 

 

記 

 

１.給水装置設置場所 

門真市                      

 

 

２.水栓番号                          

 

３.給水装置管理人 

住  所                     

氏  名                     

電話番号                     

 

４.維持管理会社 

住  所                     

氏  名                     

電話番号                     


